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序     文 

  

 インドネシアではアジア通貨危機により経済社会的に大きな影響を受けたが、近年は製造業をはじ

めとした国内産業が活気を帯び始めている。しかし、産業界のニーズに適応した理工学系の人材育成

の不足は依然深刻な問題である。特に、情報通信技術（ICT）の進展への対応は、群島国家インドネ

シアの政治、経済、社会の発展にとって必須の課題であるが、それを担う研究者、技術者の不足が深

刻な問題となっていることから、インドネシア政府も ICT分野の人材育成を重要政策としている。 

これらの状況を受け、国民教育省は、情報通信技術分野の高等教育機関の拠点の一つとして位置づ

けているスラバヤ工科大学（ITS）において、同分野の大学院レベルの能力向上を中心とした支援を

我が国に要請してきた。同要請を受けて、 ITS の ICT 分野における研究能力の強化を行うことによ

り、ICT分野の高度技術を有する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政府

研究機関に供給することを目標とする技術協力が、2006年 4月から 4年間の協力期間で開始された。 

今般、本プロジェクトの 4年間の協力期間の中間を折り返したことから、その中間評価を行うべく、

2008 年 5 月に調査団をインドネシアに派遣した。調査では、関係者からの聴取・協議を行い、プロ

ジェクトの進捗状況の把握と今後の協力の方向性を、今後の協力にあたっての教訓の抽出を行った。

本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、本プロジェクト終了までの運営や、今後の協力

および他の類似プロジェクトに活用されることを願うものである。 

ここに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表すると共に、引き続き一層

のご支援をお願いする次第である。 

 

平成 20年 6月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

人間開発部 部長 

西脇 英隆 
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ITS学長表敬 パイロットラボ(1) - 実験機材 
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調査結果要約表 

1. 案件の概要 

国名：インドネシア 案件名：「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画」 

分野：高等教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

先方関係機関：スラバヤ工科大学（ITS） 

東部インドネシア地域の国立大学 4校 

日本側協力機関：熊本大学 協力期間 
R/D：2006年 4月～ 

2010年 3月 
他の関連協力： 

広島大学、佐賀大学、東京工業大学、東北大学 

1－1. 協力の背景と概要 

インドネシアは 1997年の経済危機以降、政治の混乱、経済の低迷を経験したが、現ユドヨノ政権

に入ってからは経済も徐々に回復軌道に乗り、製造業をはじめとした国内産業が活気を帯び始めて

いる。しかし、産業界のニーズに適応した理工学系の人材不足は依然深刻な問題である。特に情報

通信技術の進展への対応は、群島国家インドネシアの政治、経済、社会の発展にとって必須の課題

であるものの、それを担う研究者や技術者の不足が深刻な問題として挙げられている。 

国民教育省高等教育総局（DGHE)では 2020年までに国立大学の理工学系就学者を 14％から 42％

に拡大する計画を有している。2001 年には「情報･コミュニケーション技術政策」が大統領令とし

て公布され、教育と情報技術との関係が重点政策の一つとして取り上げられた。これを受け、同年

DGHEが作成した「情報･コミュニケーション技術に関する高等教育戦略」では情報技術分野の人材

育成が重要政策とされている。 

これらの状況を受け、国民教育省は、情報通信技術分野の高等教育機関の拠点の一つとして位置

づけているスラバヤ工科大学（ITS)において、同分野の大学院レベルの能力向上を中心とした支援

を我が国に要請してきた。同要請を受けて、 ITSの ICT分野における研究能力の強化を行うことに

より、同分野の高度技術を有する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政

府研究機関に供給することを目標とする技術協力が、2006年 4月から 4年間の協力期間で開始され

た。 

 

1－2. 協力内容 

(1) 上位目標 

イ国の東部インドネシア地域における ICT分野の高等人材育成と研究能力が強化される。 

(2) プロジェクト目標 

スラバヤ工科大学の ICT分野における研究能力が強化されることにより、同分野の高度技術を有

する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政府研究機関に供給することが

できるようになる。 

(3) 成果  

成果 1：研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。 

成果 2：スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。 

成果 3：スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する。 

成果 4：スラバヤ工科大学と産業界・政府研究機関の協力活動が強化される。 

(4) 投入（中間評価時点） 

 



 

【日本側】 

1) 投入実績総額 

   2億 4,733万円（第 1年次(2006年度)～3年次（2007年度）契約合計） 

2) 専門家派遣実績： 

合計 26.58M/M（2006年度 14.31M/M、2007年度 12.27M/M） 

3) 研修員受入実績： 

国別研修 15名（8研修コース）、長期研修 2名（�本案件の投入ではないが、連携して実施） 

4) 機材供与実績：  

1,407.1万円（2006年度：807.1万円、2007年度：600万円） 

5) ローカルコスト負担 

総額 4,977.5万円（内、共同研究費 2,540万円） 

【インドネシア側】 

1) 投入実績総額： 

総額 1,317,695,000ルピア（約 1,532万円）（2006年：Rp.790,895,000、2007年：Rp.526,800,000）

2) カウンターパート配置： 

実施委員会：4名、事務職員 2名（ICTセンター） 

共同研究参加教員：14名（第 1次 3名、第 2次 4名、第 3次 7名(予定)） 

3) 施設提供 

プロジェクト執務室、パイロットラボ 

 

2. 評価調査団の概要 

団長・総括 : 白川 浩 JICA人間開発部 課題アドバイザー/国際協力専門員 

協力企画 : 割石 俊介 JICAインドネシア事務所 所員 

評価企画 : 上田 大輔 JICA人間開発部高等・技術教育課 職員 

調査者 

評価分析 : 木根 主税 (株)パデコ アソシエーツ 

調査期間 2008年 5月 21日～6月 4日 評価種類：中間評価 

3. 評価結果の概要 

3-1. 実績の確認 

(1) 成果 

各アウトプット(成果)の達成状況は以下のとおりである。 

 

成果 1：「ITSの研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。」 

 本邦大学との共同研究を通じた ITSの研究能力強化に関しては、順調に成果が上がりつつある。

本邦大学との共同研究が当初計画を上回るペースで活発に実施されている他、学内研究交流ミー

ティングがほぼ計画どおり実施され、ITS内で共同研究の成果等の共有が図られている。 

この結果、1)国際レベルの会議・ジャーナルへの研究発表数に関しては既に計画以上の達成度で

あること、また、2)特許申請に関しても、計画値を現段階でほぼ達成していることに示されるよう

に、ITSの研究能力は順調に強化されつつある。 

 

成果 2：「スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。」 

研究室中心教育（Lab Based Education）も、ITS学内での導入計画書の作成や啓発活動、全共同研



 

究参加ラボのパイロットラボとしての指定・実施計画書の作成、右経験に基づくガイドライン作成

などに関し、非常に順調に活動が実施されてきている。 

研究室中心教育の円滑な導入に有効と考えられる ITS内でのワークショップは、当初計画より活

発に取り組まれている他、共同研究への大学院生の参加数も計画値の 2～3倍の人数に達している。

上記の結果、1)パイロットラボ以外の研究室の教員も高い関心を示していること、2)当初想定さ

れていた 2対象学科だけでなく、ITS全学への導入も今後計画されるなど、ITSにおいては組織・個

人の両面で積極的な取り組みがなされていると言える。さらに、東部インドネシア地域（EPI）の大

学においても ITSへ留学中の教員を中心として同手法に対する関心が高まっており、幅広い波及効

果が出始めている。 

 

成果 3：「スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する。」 

大学間連携についても、順調に成果が達成されつつあると言える。 

東部インドネシア地域の大学教員の共同研究への参加はほぼ計画どおり実施されている他、ITS

教員の東部インドネシア地域の大学への派遣は計画以上に活発に実施されている。特筆すべき事項

として、1) ITSと東部インドネシア地域 4大学間の大学間交流協定が締結されたこと、また、2）大

学間ネットワークインフラを利用した、ITS 教員等による e-Learning や、シラバス作成支援なども

実施されていること、3)将来的な関係継続についても、東部インドネシア地域の大学幹部が ITS と

の関係強化を強く望んでいること、が挙げられる。 

一方、今後の課題としては、ITS 主催の研究発表会における東部インドネシア地域大学等からの

研究発表が挙げられる。また、ITS へ国内修士留学したパートナー大学教員の修了後の研究活動の

継続に関しては、評価時点で修了生がいないことから、評価には時期尚早であるが、現在、国内留

学中の教員からは、所属大学に戻った後も習得した教育・研究の方法を継続する高い意欲が示され

ている。 

 

成果 4：「スラバヤ工科大学と産業界・政府研究機関の協力活動が強化される。」  

成果 4に関しては、概ね順調に成果を上げているが、一部の活動はこれからの進捗が期待される。

研究内容の PR 活動（研究データベース構築、ウェブ・パンフ作成、オープンキャンパス等）が

計画どおり実施されている他、産業界や政府研究機関から招いた講師による講義、産業界向けの研

修コース、技術コンサルティング・サービス実施に関しては計画以上の実績を挙げている。 

ただし、産業界の共同研究への参加（共同研究の半数に企業参加）やベンチャー企業設立等の一

部指標に関しては、必ずしも十分な成果が出ているとは言えず、これからの進捗が期待される。な

お、企業に対するキャリブレーションサービスについては、スラバヤ電気系ポリテクニック（EEPIS）

と協力しつつ取り組む予定であったものの、実際には技術レベルの適合性から EEPISにより実施さ

れ、ITSは企業のニーズを EEPISに伝える役割を担っている。 

 

(2) プロジェクト目標の達成度(予測) 

 以上のように、成果 1～3に関しては順調に成果を上げており、また、成果 4についても概ね所期

の成果を上げつつあることから、プロジェクト目標である ITSの研究能力向上と東部インドネシア

地域の産業界・大学等への ICT分野の人材供給については達成される見込みであると言える。 

 

3-2. 評価結果の要約 

(1) 妥当性 



 

インドネシアの国家開発計画や情報コミュニケーション技術政策、日本のインドネシアに対する

援助方針と、本プロジェクトの整合性は認められる。また、高等教育局による東部インドネシア地

域の持続的開発に対する ITSやパートナー大学の貢献への期待は非常に高く、対象地域・対象機関

のプロジェクト支援へのニーズも高い。 

(2) 有効性 

各成果は、上記 3-1.で述べたとおり、PDMで示された計画と実績とを比較して概ね順調に達成さ

れてきており、同成果によりプロジェクト目標の達成が見込まれることから、有効性は高いといえ

る。 

(3) 効率性 

日本側、インドネシア側のこれまでの投入実績と成果の達成状況とを比較すると、投入は概ね成

果を上げるための活動に十分活用されている。プロジェクトの効率性を促進した要因として、ITS

の主要メンバーの意識の高さと、プロジェクトに対する継続的な注力が指摘できる。また大学間高

速ネットワーク（INHERENT）は、ITS と本邦大学、さらに４つのパートナー大学との連携を持続

的なものにする上で、その効率・実効性を高めることに大きく寄与したと考えられている。 

(4) インパクト 

本プロジェクトに関する正のインパクトが、様々な観点から確認できた。例えば、1)共同研究に

関しては、ITS と熊本大学の学術交流協定の締結、2)研究室中心教育に関しては、パイロットラボ

以外の研究者や東部インドネシア地域の大学教員への影響、対象 2学科のみならず ITS全体への適

用計画の策定、3）大学間連携に関しては、ITSや東部インドネシア地域の大学 4校の学術交流協定

に示される交流の活発化・深化、4）産業界との連携に関しても地道な活動により将来の発展の萌芽

が見られる。 

(5) 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性は、1) 研究室中心教育の重要性が、ITSや東部インドネシア地域の大

学の研究者間で徐々に認識され、研究室中心教育の実践も強化されてきたことや、2)大学間学術連

携の基盤が、覚書締結や研究者交流によって確立されて来ている面について高い。 

一方、産学連携に関しては、産業界との活動がまだ十分に実施されていないため、現時点でその

自立発展性を判断するには時期尚早と思われる。また、日本の大学との共同研究に関しては、資金

面で不安が残るものの、すでにある程度強化されてきた研究能力が、今後さらに強化されることで、

その自立発展性の高まりを期待することができる。 

3-3. 効果発現に貢献した要因 

第一に、スラバヤ工科大学の主要メンバーの意識の高さと、プロジェクトに対する継続的な注力

があげられる。大学執行部およびプロジェクトマネージャーを中心とするメンバーのプロジェクト

に対する熱意が、効果発現に大きく寄与している。 

第二に、2006年に供用が開始されたインドネシア教育研究ネットワーク（INHERENT）があげら

れる。スラバヤ工科大学と本邦、大学、さらに 4つのパートナー大学との連携を持続的なものにす

る上で、このネットワークは大きく貢献しているといえる。 

3-4. 問題点および問題を惹起した要因 

現在までに実施されている計画内容に関して、特段大きな問題となった事項はないが、成果 4（産

学連携）の達成見込みに関連して、キャリブレーションサービスやベンチャー企業に係る指標の設

定は、プロジェクトの実情にそぐわない部分もある。 



 

3-5. 結論 

結論として、本プロジェクトが、これまで期待通りに順調および効率的に進捗してきたことが分

った。 評価 5項目の中でも、特に妥当性、有効性、効率性は非常に高いと評価することができる。

高い有効性や効率性の要因として、インドネシア側のカウンターパートによる積極的な努力があげ

られる。インパクトや自立発展性に関しては、さらなる努力が必要ではあるものの、いくつかの活

動が軌道に乗って進捗していることを鑑みると、これらの項目においても良い評価へと変わってい

くことが期待できる。 

 

3-6. 提言 

(1) 共同研究 

研究能力やプロポーザル作成技能の向上にむけた支援が必要である。そうした能力や技能は、日

本をはじめ、他の先進国との共同研究を継続するためには大変重要である。そうした能力の向上は、

国民教育省高等教育総局や研究技術省からの競争的研究資金のさらなる獲得につながるものと期待

される。 

(2) 研究室中心教育 

研究室中心教育は様々な方法で実施することができる。研究分野の性質や、学部学科の歴史や体

制を考慮したさらなる議論を通して、関係する研究者・教員間の、研究室中心教育に関する共通理

解・共通認識を確立する必要がある。 

(3) 大学間学術連携 

大学間学術連携を促進する方法の 1つとして、インドネシア教育研究ネットワーク（INHERENT）

のような大学間 ICT通信ネットワークの改善（ネットワークの安定化や通信速度の増進）が求めら

れる。特に東部インドネシア地域の大学には、インターネット接続の改善が求められる。 

また、大学間のさらなる研究者交流に対する財政的支援が望ましい。 

(4) 産学連携 

産学連携については、多様な形式があり得ることから、先ずはセミナーや研修等により企業との

日常的な関係を深めつつ、産業界のニーズ把握と大学が保有する技術の紹介を行い、その上で自ら

の研究を実施できるような状況を作り出すようなアプローチをとることがより実際的であり近道だ

と思われる。また、産業界のニーズに適した人材供給の推進のため、（1）インターンシップ制度の

本格的な導入、や（2）就職情報の収集・提供、を行っており、学生の評価も高い Student Advisory Center

について、一層の機能の充実を行うことが望ましい。 

(5) その他 

ITS を含む、東部インドネシア地域の教育・研究活動の質の向上のために、施設・設備や参考図

書（国際ジャーナル）の充実や改善が重要である。 

 

 

 

 





 

第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 経緯 

 インドネシアは 1997年の経済危機、スハルト体制崩壊後の経済の停滞からようやく立ち直りつつ

あり、製造業をはじめとした国内産業が活気を帯び始めている。しかし、産業界のニーズに適応した

理工学系の人材不足は依然深刻な問題である。特に情報通信技術の進展への対応は、群島国家インド

ネシアの政治、経済、社会の発展にとって必須の課題であるものの、それを担う研究者、技術者の不

足が深刻な問題となっている。 

 経済危機以降の国家開発計画によれば、産業や科学技術の発展を支える人材の育成が高等教育機関

に課せられた大きな役割の一つとして掲げられている。これを受け、国民教育省高等教育総局

（Directorate General of Higher Education: DGHE)では 2020年までに国立大学の理工学系就学者を 14％

から 42％に拡大する計画を有している。特に情報通信技術分野に関しては、インドネシアはシニア・

アセアン 5カ国のなかでも遅れが顕著であり、所謂デジタル･ディバイドが危惧されるようになって

いる。このような中、2001年には「情報･コミュニケーション技術政策」が大統領令として公布され、

教育と情報技術との関係が重点政策の一つとして取り上げられた。さらにこれを受け、同年 DGHE

が作成した「情報･コミュニケーション技術に関する高等教育戦略」では情報技術分野の人材育成が

重要政策とされている。 

 これらの状況から、国民教育省は、情報通信技術分野の高等教育機関の拠点の一つとして位置づけ

ているスラバヤ工科大学（Institut Teknologi Sepuluh Nopember: ITS）において、同分野の大学院レベ

ルの能力向上を中心とした支援を我が国に要請してきた。同要請を受けて、 ITS の情報通信技術

（Information and Communication Technology: ICT）分野における研究能力の強化を行うことにより、

ICT分野の高度技術を有する人材を、主に東部インドネシア（Eastern Part of Indonesia: EPI）地域1に

立地する産業界、大学、政府研究機関に供給することを目標とする技術協力「スラバヤ工科大学情報

技術高等人材育成計画」プロジェクトが 2006年 4月から 4年間の協力期間で開始された。同協力で

は、①ITS と日本の支援大学の IT 技術に係る「共同研究」を通じて ITS の研究能力を向上させるこ

と、②講義主体ではなく、「ラボベース」教育を導入すること、③共同研究への産業界の参加促進を

通じた「産学連携」を促進すること、④共同研究への参加と遠隔教育による東部インドネシア地域の

大学の人材育成を推進すること、を成果とした協力を行っている。本案件では、熊本大学が業務実施

契約に基づき、案件の実施にあたっている。 

2006 年 4 月の協力開始から約 2 年が経ち、協力期間の半ばを経過したことから、今般、中間評価

調査を行った。 

 

１－１－２ 中間評価の目的 

(1) プロジェクトの進捗状況と今後のプロジェクト目標の達成見込みの確認を行った上で、今

後のプロジェクトの運営のあり方に関する提言を行う。 

(2) 他の類似案件に活用可能な教訓を抽出する。 

 

                                                  
1 ジャワ島、スマトラ島、バリ島を除く島嶼部。具体的にはカリマンタン島、スラウェシ島、東西ヌサトゥンガラ諸

島、マルク諸島等を含む地域。ジャワ島等に比較して経済社会的発展が遅れており、貧困地域が多い。 
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１－２ 調査団構成 

調査団の構成は以下のとおり。 

No. 担当分野 氏名 所属 

1 団長 白川 浩 JICA人間開発部 客員専門員（高等教育分野） 

2 協力企画 割石 俊介 JICAインドネシア事務所 所員 

3 評価企画 上田 大輔 JICA人間開発部高等･技術教育課 職員 

4 評価分析 木根 主税 （株）パデコ アソシエーツ 

 

１－３ 調査日程 

調査期間：2008年 5月 21日（水）～同 6月 4日（水）（15日間） 

No. 
月

日 

曜

日 
行程 宿泊 

1 5/21 水 （木根）11:25 成田⇒17:05 ジャカルタ (JL725) ジャカルタ 

2 5/22 木 

09:00       JICA事務所との打合せ 

14:00-15:00 PT.Yokogawaへのヒアリング 

16:30-17:30 研究技術省（RISTEK）へのヒアリング 

ジャカルタ 

3 5/23 金 
09:00-10:00 PT.Komatsuへのヒアリング 

15:30-17:00 ガジャマダ大学ジャカルタ事務所ヒアリング 
ジャカルタ 

4 5/24 土 （木根）13:00 ジャカルタ⇒14:20 スラバヤ (GA316) スラバヤ 

5 5/25 日 

（白川・上田）11:25 成田⇒17:05 ジャカルタ (JL725) 

（全 JICA団員）19:00 ジャカルタ⇒ 20:20 スラバヤ (GA328) 

（木根）資料分析 

スラバヤ 

6 5/26 月 

10:00-11:00 ITS学長表敬 

11:00-12:00 ITS学内視察（パイロットラボ、非パイロットラ

ボ等） 

13:30-16:30 評価ワークショップ①(含東部インドネシア大学) 

スラバヤ 

7 5/27 火 

09:00-12:00 評価ワークショップ②(含東部インドネシア大学) 

13:30-17:00 個別ヒアリング（ITS幹部、ラボ教員、東部イン

ドネシア大学） 

スラバヤ 

8 5/28 水 

09:00-12:00 個別ヒアリング（ITS教員・学生（ラボ参加・未

参加） 

14:00-17:00 産業界ヒアリング（現地、日系） 

スラバヤ 

9 5/29 木 

10:00-15:30 Wrap up Meetingおよび ミニッツ（M/M）素案の

基本合意 

18:00 スラバヤ⇒19:20 ジャカルタ (GA327) 

ジャカルタ 

10 5/30 金 

10:30-11:30 国民教育省へのM/M案説明・協議 

午後 団内協議   

（木根）22:15 ジャカルタ⇒成田へ（JL726） 

ジャカルタ 

11 5/31 土 
（白川・上田）資料分析 

（木根）07:45 成田着 
ジャカルタ 

12 6/1 日 （全 JICA団員）夕方 ジャカルタ⇒バンドン（陸路） バンドン 

13 6/2 月 09:00-15:00 バンドン工科大学視察 ジャカルタ 
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（研究室中心教育、産学連携等の状況の聴取・視察） 

15:00-17:00 バンドン⇒ジャカルタ（陸路） 

14 6/3 火 

午前 M/M最終案確認、調査結果概要作成* 

14:00-15:00 在ジャカルタ日本大使館への報告  

16:00-17:00 JICA事務所への報告 

（白川・上田）22:15 ジャカルタ⇒成田へ（JL726) 

機内 

15 6/4 水 （白川・上田）07:45 成田着 - 

※ 当初は 6/3（火）にミニッツ署名を予定していたが、インドネシア政府側の署名者である国民教育省高

等教育総局長の予定が急遽変更となったため、後日に別途署名を取り付けることとなった。 

 

１－４ 主要面談者 

 調査団は、スラバヤ工科大学、東部インドネシア地域のパートナー大学、国民教育省、日本大使館、

JICA事務所を訪問し、面談を行った。各国における主要な面談者は〔付属資料 1  Annex 2〕のとお

り。 

 

１－５ 中間評価の方法 

中間評価は、プロジェクトの実施期間の中間時点において、プロジェクトの実績と実施プロセスを

把握し、評価 5 項目の観点から評価を行い、その結果、必要に応じて当初計画の見直しや運営体制

の強化を図ることを目的とする。 

本プロジェクトの中間評価では、プロジェクト開始前に作成され、JICA とインドネシア政府（国

民教育省高等教育総局）間で合意された 2006年 1月 27日付けの討議議事録（Record of Discussion：

R/D）に添付された、プロジェクトの運営管理のためのプロジェクト・デザイン・マトリクス（Project 

Design Matrix: PDM)を、本プロジェクトの基本的な計画とみなし、その実績や実施プロセスについて

検証した。また、JICA およびインドネシア国民教育省による協議を通じて、評価 5 項目の観点（表

1-1）から、プロジェクトの進捗状況について評価を行った。 

表１－１ 評価 5項目 

評価項目  評価の視点 

妥当性 
（Relevance） 

プロジェクト目標および上位目標とプロジェクトに関連する政策と
の整合性、受益者のニーズとの合致度、プロジェクトの計画の論理
的整合性を検証する。 

有効性 
（Effectiveness） 

プロジェクト目標の達成の見込みとそれに対する成果の貢献度を分
析する。 

効率性 
（Efficiency） 

投入が成果にどのようにどれだけ転換されたか、投入された資源の
質、量、手段、方法、時期の適切度の観点からプロジェクトの実施
過程における効率性を検証する。 

インパクト 
（Impact） 

プロジェクトによって生じた正負の影響を検証する。 

自立発展性 
（Sustainability） 

プロジェクト終了後もプロジェクト実施による便益が持続されるか
否かの見通しをマネジメント・財務・組織的観点から検証する。 

 

上記に加え、本案件については、他の高等教育案件に共通する下記事項が含まれることから、本件
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実施から得られる教訓の抽出と提言を行った。 

1) 研究室中心教育の有効性と課題 

2) 産学連携推進の有効な支援策のあり方  

3) 業務実施型案件の運営管理 

 

また、先方関係者の「オーナーシップ」を重視した調査を実施するため、直接カウンターパートで

ある ITS関係者はもちろん、東部インドネシア地域のパートナー大学や国民教育省の関係者である間

接カウンターパートも、可能な限り幅広く巻き込み、プロジェクトの枠組みや進捗状況、その課題な

どを自ら認識できる機会を提供することに留意した。 

 

１－５－１ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

(1) 主な調査項目 

本中間評価の枠組みとして「プロジェクト実績・実施プロセス」と「5項目評価」を設定し、それ

ぞれの評価グリッドを作成した。評価グリッドの設問では、中間評価の目的を考慮して、①評価設問、

②判断基準・方法、③データ・情報源、④データ収集方法、を示した。（評価グリッドの詳細結果は

付属資料 2を参照） 

 

(2) 情報・データ収集方法 

情報・データ収集方法については、表 1-2 に示した通りである。 

表１－２ 情報・データ収集方法の目的と主な情報源 

情報・データ
収集方法 

目的 主な情報源 

資料調査 プロジェクトの実績に関連する
資料のレビュー、5項目評価の根
拠となる情報・データの収集 

・ 業務実施報告書 
・ 月次報告  
・ 業務計画書 
・ Progress Report 
・ 研究室中心教育導入のためのガイドライン

インタビュー プロジェクト実績、プロセスと進
捗状況の確認、評価 5項目に関す
る評価設問に関する関係者の意
見などの収集 

・ 国民教育省高等教育総局（DGHE） 
・ 研究技術省（RISTEK） 
・ ガジャマダ大学ジャカルタ事務所 
・ 産業界（日系、現地） 
・ 日本人専門家 
・ ITS（プロジェクト実施委員会、パイロット

ラボリーダー/教官） 
・ ITS学生（パイロットラボ、通常） 

評価ワークシ
ョップ（2 日
間） 

【1日目】プロジェクト全般に関
する大きな問題意識の確認・共有
（特に「研究室中心教育」や「産
学連携」に焦点を置いて） 
【2日目】インドネシア関係者に
よる PDMに基づくプロジェクト
評価 

・ ITS（プロジェクト実施員会メンバー、学科
長、産学地連携窓口（研究コミュニティサ
ービス機関（LPPM））、パイロットラボリー
ダー/教官） 

・ パートナー大学（代表者、教官/ITS学生）
・ スラバヤ電気系ポリテクニク（EEPIS）（副

学長、共同研究参加教官） 
視察 ITS内の施設・設備、特に「共同

研究」や「研究室中心教育」の実
施に関する研究室や教官室、学生
室、図書室などの状況把握、実施
される教育・研究活動の参観 

・ 研究室 
・ 教官室 
・ 学生室 
・ 図書室 
・ 授業風景 
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１－５－２ 調査・評価上の制約と留意点 

本中間評価にあたっての制約と留意点は以下のとおり。 

(1) 国民教育省高等教育総局（DGHE）のスラバヤ調査日程への不参加 

先方関係者のオーナーシップを重視した調査実施を目指し、本調査では ITS における調査活動に

DGHE の課長 2 名の同行を計画した。しかしながら、国民教育省における緊急会議のため、その同行

が実現できなかった。
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第２章 プロジェクト概要 

 

２－１ プロジェクトの実施体制 

２－１－１ インドネシア側 

インドネシア側の実施機関は、スラバヤ工科大学（ITS）である。同大学は 1957年に創立された工

科単科大学であり、インドネシアの工学系高等教育における主要な大学の一つである。2006 年時点

で、学生総数 15,013 人、教員 956 人、事務職員 1,048 人の陣容であり、年間予算は 178,715,891,156

ルピア（20億 5,394万円）となっている（ITSの組織概要については添付資料 4を参照）。ITSは東部

インドネシア地域における中核大学であり、特に ICT 分野に関して、国民教育省より拠点大学とし

て位置づけられている。 

 ITSに加えて、東部インドネシア地域より国立大学 4校（サムラトランギ大学（University of Sam 

Ratulangi: UNSRAT）、マタラム大学（University of Matram: UNRAM）、ヌサ・チュンダナ大学（University 

of Nusa Cendana: UNDANA）、チャンドラワシ大学（University of Cendrawasih: UNCEN））が、パート

ナー大学としてプロジェクトに参加している。これらは相対的に教育・研究能力の低い大学であり、

開発の遅れた東部インドネシア地域の開発のためにも、これらパートナー大学の能力強化が課題とな

っている。 

 

２－１－２ 日本側 

 本プロジェクトは業務実施契約型の技術協力プロジェクトであり、国立大学法人熊本大学が受注者

となっている。同大学では、共同研究や本邦研修について、広島大学や佐賀大学の協力を得つつプロ

ジェクトを実施している。 

 

２－２ プロジェクトの計画概要と基本構造 

２－２－１ プロジェクトの計画概要 

R/Dで合意された PDMの内容は以下のとおり。 

(1) 上位目標 

イ国の東部インドネシア地域における ICT分野の高等人材育成と研究能力が強化される。 

(2) プロジェクト目標 

スラバヤ工科大学の ICT 分野における研究能力が強化されることにより、同分野の高度技術を有

する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、政府研究機関に供給すること

ができるようになる。 

(3) 成果  

成果 1：研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。 

成果 2：スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。 

成果 3：スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する。 

成果 4：スラバヤ工科大学と産業界・政府研究機関の協力活動が強化される。 
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２－２－２ プロジェクトの基本構造 

 本プロジェクトの上記 4 つの成果のうち中核・始点となるのは、本邦大学との共同研究を通じた

ITSの研究能力の強化である（図 2-1参照）。 

成果 1の研究室中心教育は、本邦大学との共同研究を実施するパイロットラボにおいて実施される。

東部インドネシア地域のパートナー大学との連携についても、中核となる ITSの能力向上が前提とな

り行われる。さらに、産業界との連携に関しても、ITSの研究能力が向上し、産業界が求める研究シ

ーズや技術コンサルティング能力を保持することが前提となっている。 

 

図２－１ プロジェクトの基本構造 
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第３章 プロジェクトの実績と達成状況 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側 

日本側の投入は、当初計画どおり順調に進捗している。 

主な投入実績は以下のとおり。 

(1) 総投入額 

第 1年次(2006年度)～3年次（2007年度）の契約合計で 2億 4,733万円が投入された。 

（下記(2)～(5)の所要経費を含む。） 

(2) 専門家派遣（詳細は付属資料 1 Annex 6を参照） 

No. 指導科目 JFY2006 JFY2007 合計 

1 総括 1.5 (1人) 1.5 (1人) 3.0 

2 副総括 9.0 (1人) 7.5 (1人) 16.5 

3 研究広報・知的マネジメント 1.5 (1人) 0.5 (1人) 2.0 

4 研究室中心教育 1.5 (1人) 1.0 (1人) 2.5 

5 研究指導 0.81 (3人) 1.77 (7人) 2.58 

6 合計 14.31M/M 12.27M/M 26.58M/M 

(3) 研修員受入れ（詳細は付属資料 1 Annex 7を参照） 

国別研修：15名（8研修コース） 

長期研修：2名（2研修コース）（※本プロジェクトの直接的投入ではないが、連携して実施） 

(4) 機材供与（詳細は付属資料 1 Annex 8を参照） 

プロジェクト事務局用機材を中心に、合計 14,071,000円（2006年度：8,071,000円、2007年度：

6,000,000円）の機材が供与され、活用されている。 

(5) ローカルコスト負担 

主に共同研究への支援経費として、49,775,000円が支援された。 

 

３－１－２ インドネシア側 

インドネシア側の投入は、当初計画どおり順調に進捗している。 

主な投入実績は以下のとおり。(詳細は付属資料 1 Annex 10参照) 

(1) 総投入額 

2006～2007年度の合計で総額 1,317,695,000ルピア（=約 1,532万円）が投入された。 

（1円=86ルピアで換算。下記(2)～(4)の所要経費を含む。） 

(2) オフィス・スペースと運営管理費 

(3) 共同研究に必要なラボスペースの確保 

(4) カウンターパートの確保 

1) プロジェクト実施委員会: Project Director 1名、Project Manager 1名、大学連携ユニット 1名、

ビジネス・サービス・ユニット 1名 

2) 共同研究/パイロットラボへの教員配置 

第 1次バッチ 3名、第 2バッチ 4名、第 3バッチ 7名（予定） 
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3) ICT センター（大学連携ユニット、ビジネス・サービス・ユニット） 

両ユニットに事務スタッフと学術スタッフを 1 名ずつ配置。 

 

３－２ 活動実績 

プロジェクトの活動は、当初計画にしたがって概ね計画通りに実施されている。（詳細は付属資料

2 を参照） 

 

３－３ 成果（アウトプット）達成状況 

計画された 4 つの成果に関して、成果 1～3 は非常に順調に、また成果 4 に関しても概ね順調に達

成されつつあり、全体として順調に達成されつつあると言える。 

 

各成果の達成状況は以下のとおり。（PDM に記載された成果の実績の詳細については、付属資料 2

の評価グリッド「実績とプロセス」を参照） 

 

成果 1：「研究活動を強化し研究能力が国際水準になる。」 

“ITS strengthens research activities and has the international level research capabilities.” 

本邦大学（熊本大学、広島大学、佐賀大学等）との共同研究を通じた、ITS の研究能力の強化に関

しては、当初計画と比較して、これまで非常に順調に成果が上がりつつある。 

PDM に示された指標に対する成果の達成度は以下のとおりである。 

 

成果 1 の PDM 指標  達成度 

本邦大学との共同研究:  

（計画：3～5 件/各バッチ） 

◎ 第 1 バッチ-3 件、第 2 バッチ-4 件 

第 3 バッチ-7 件を予定。 

国際学会・ジャーナルでの発表:  

（計画：1 件/各バッチ） 

◎ 第 1 バッチ-5 件 

第 2 バッチ-1 件（他にも研究投稿準備中）

東部インドネシア地域大学の共同研究参加: 

（計画：5 大学以上/各バッチ） 

○ 第 1 バッチ-6 大学（+ポリテク 2 校） 

第 2 バッチ-2 大学（+ポリテク 3 校） 

学内研究交流会議(Scientific Meeting): 

（計画：6 回以上/年） 

○ 2006 年度-4 回 

2007 年度-6 回 

各共同研究の報告書: 

 （計画：バッチ毎に作成） 

○ 第 1 バッチ-済 

第 2 バッチ-研究未了 

パテント申請: 

 （計画：協力期間中に 4 件以上） 

◎ 第 1 バッチ-3 件申請済み 

第 2 バッチ-研究未了 

※ ◎： 計画以上の達成状況、○：概ね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり 

 

上記のように、本邦大学との共同研究については、計画を上回る件数の共同研究が活発に実施され

ている。また、学内研究交流ミーティング（Scientific Meeting）や各共同研究の報告書作成も計画ど

おり実施され、ITS 内で共同研究の成果等の共有が図られている。 

上記のように活動が順調に実施されることにより、国際レベルの会議・ジャーナルへの研究発表や
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特許申請数については、当初計画を大幅に上回る成果を達成しつつある。このことから示されるよ

うに、ITS の研究能力は順調に強化されつつあると言える。 

さらに、ITS と熊本大学の交流協定がこれまでの工学部間の協定から全学レベルでの交流協定とし

て締結されたことや、共同研究の第 1 バッチ 3 件のうち、2 件が研究継続のため、高等教育省の研究

資金に申請、最終選考中であること等、共同研究の持続的実施の基盤が形成されつつあり、ITS の研

究能力の持続的な向上も期待できる。 

 

成果 2：「スラバヤ工科大学の工学教育が教室ベースから研究室（ラボ）ベースに変わる。」

"ITS transforms the engineering education from classroom-based to laboratory-based.” 

研究室中心教育の導入に関しては、当初計画と比較して、これまで非常に順調に成果が上がりつつ

あるといえる。 

PDM に示された指標に対する成果の達成度は以下のとおりである。 

 

成果 2 の PDM 指標  達成度 

修士コースへの研究室中心教育の導入計

画の作成・承認 

○ 作成・導入済み（2006 年 7 月） 

研究室中心教育導入に係る啓発ワークシ

ョップ開催（計画：毎年 1 回） 

○ 2006 年度-1 回 

2007 年度-1 回 

パイロットラボ毎の実施計画書の作成 

 

○ 第 1 バッチ-済 

第 2 バッチ-済 

各パイロットラボへの大学院生参加数 

（計画：院生 2 名/共同研究） 

◎ 第 1 バッチ-3 ラボ 17 名、第 2 バッチ-4 ラボ

15 名、第 3 バッチ-2 ラボ 16 名 

ITS 内でのラボ紹介ワークショップ開催 

（計画：年間 2 回） 

◎ 第 1 バッチ-4 回（Scientific Meeting） 

第 2 バッチ-6 回（Scientific Meeting） 

研究室中心教育ガイドライン ○ 

 

Ver.1 作成済 

※ ◎： 計画以上の達成状況、○：概ね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり 

 

上記のように PDM 指標は全て順調に達成されてきており、特に、研究室中心教育の円滑な導入に

有効と考えられる ITS 内でのワークショップについては、年 2 回の開催計画のところ、年 4～6 回開

催されており、活発に取組まれている。その結果、パイロットラボ以外の研究室の教員も高い関心を

示しており、当初想定されていた 2 対象学科だけでなく、ITS 全学への導入も今後計画されるなど、

ITS においては組織・個人の両面で積極的な取り組みがなされているといえる。さらに、東部インド

ネシアのパートナー大学においても、ITS へ留学中の教員を中心として同手法に対する関心が高まっ

ており、幅広い波及効果が出始めている。 

また、実際に研究室中心教育を受ける学生からも、教員からの日常的な研究指導や、学生同士で

の研究課題に係る情報共有・議論が活発になったという意見が多く聞かれた。また、修士論文につい

ても、共同研究の成果に基づいた論文執筆が行われるようになっている。 

以上のことから、ITS における研究室中心教育の導入は大変順調に進捗していると判断される。 
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成果 3：「スラバヤ工科大学と東部インドネシア地域の大学間との学術連携が確立する」 

“Academic linkage between ITS and universities in the eastern part of Indonesia is established.” 

ITS と東部インドネシア（EPI）地域の大学間の学術連携に関しては、当初計画と比較して、これ

まで順調に成果が上がりつつあるといえる。 

PDM に示された指標に対する成果の達成度は以下のとおりである。 

成果 3 の PDM 指標  達成度 

大学連携ユニットの学術・事務スタッフ 

（計画：1 名ずつ配置） 

○ 1 名ずつ配置済み 

共同研究への EPI 地域の大学の参加 

 （計画：年間 12 名以上） 

○ 第 1 バッチ：13 名、第 2 バッチ：7 名 

第 3 バッチ(事前)：15 名 

ITS 主催研究発表会への論文発表数 

 （計画 1-2 年目 10 件、3-4 年目 25 件）

△ 1-2 年目 4 件 

EPI 地域の大学の修了学生（教員）によ

る継続研究 

- 評価には時期尚早（2008 年秋にプロジェクト

開始後の初の卒業生） 

EPI 地域各大学での研究発表会 

（計画：年 1 回） 

○ 2 回（今後、年 2-3 回開催予定） 

ITS 教員の EPI 地域の大学への短期派遣 

 （計画：各大学に 1 名 2 週間派遣） 

◎ 2006 年度-27 回 

2007 年度-17 回 

※ ◎： 計画以上の達成状況、○：概ね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり 

 

上記のように、EPI 地域の若手教員の ITS への国内留学、共同研究への参加（国内留学生含む）、

EPI 地域の大学での研究発表会開催に関しては、概ね計画どおり実施されている。 

一方で、同地域の大学からの論文発表の件数は、当初予定よりも少なく改善の余地がある。 

PDM の指標以外に関しては、大学間の連携強化を示す以下のような事例が出てきている。 

1) ITS と東部インドネシア地域の 4 大学（UNSRAT、UNRAM、UNDANA、UNCEN）間での学

術協力協定書の締結。同地域の大学幹部の多くが、ITS との学術連携強化を強く希望。 

2) 当初計画されていなかった、インドネシア大学間高速ネットワーク（Indonesia Higher 

Education Research Network: INHERENT）を活用した ITS からの遠隔教育等の活発な実施。 

 以上のことから、EPI 地域大学と ITS との学術連携は、制度面・実施面・意識面などの観点から順

調に強化されつつあると言える。 

 

成果 4：「スラバヤ工科大学と産業界・政府研究機関の協力活動が強化される。」 

“Joint activities between ITS and industries and government institutes are strengthened.” 

ITS と産業界等の連携に関しては、概ね所期の成果を達成しつつあるが、一部指標について、今後

さらなる活動促進が必要である。 

PDM に示された指標に対する成果の達成度は以下のとおりである。 
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成果 4 の PDM 指標  達成度 

ビジネス・サービス・ユニットの学術・事

務スタッフ（計画：1 名づつ配置） 

○ 1 名づつ配置済み 

研究データベース構築 ○ 作成済（英語版も作成済） 

 

ITS 紹介冊子・ウェブサイトの作成 ○ 作成済 

 

WS・発表会・オープンキャンパスの実施 

 （計画：毎年 1 回） 

○ 2007 年度-2 回 

産業界・研究機関の講師による授業 

（計画：1 講義/学科/学期） 

◎ 

 

電子学科-2 回 

インフォマティクス学科-6 回 

EEPIS と連携したキャリブレーション・サ

ービス（計画：10 件以上） 

△ 実績なし 

（技術レベルの適合性から EEPIS が実施）

産業界向け研修コース実施 

 （計画：各学部学期毎に 1 回） 

◎ 2007 年 2 学期-8 回 

2008 年 1 学期-4 回 

産業界の共同研究への参加 

（計画：共同研究の半数以上） 

△ 1 社/7 共同研究 

ベンチャー企業設立 

 （計画：案件終了時までに 5 件） 

△ 現在まで実績なし 

 

※ ◎： 計画以上の達成状況、○：概ね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり 

 

上記のように、研究内容の PR 活動（研究データベースの構築、ウェブサイトやパンフレットの作

成、オープンキャンパスの開催等）については、計画どおり実施されている。また、産業界向けの研

修コース、技術コンサルティング・サービスの実施に関しては計画以上の実績を上げている。企業と

の連携強化を示す具体例として、日系企業 2 社との技術コンサルティング・サービス、顧客向け研修

の協力に係る覚書（Memorandum of Understanding: MOU）締結があげられる。 

ただし、産業界の共同研究への参加やベンチャー企業設立等の一部指標に関しては、必ずしも十分な

成果が出ているとはいえない。なお、企業に対するキャリブレーション・サービスについては、スラ

バヤ電気系ポリテクニック（Electronic Engineering Polytechnic Institute of Surabaya: EEPIS）と協力しつ

つ取組む予定であったものの、実際には技術レベルの適合性から EEPIS により実施され、ITS は企業

のニーズを EEPIS に伝える役割を担っている。 

 

３－４ プロジェクト目標達成の見通し 

プロジェクト目標：「スラバヤ工科大学の ICT 分野における研究能力が強化されることによ

り、同分野の高度技術を有する人材を、主に東部インドネシア地域に立地する産業界、大学、

政府研究機関に供給することができるようになる。」 

“ITS strengthens research capabilities in order to provide industries, other universities and 

government institutes in the eastern part of Indonesia with human resources having the 

state-of-the-art technologies and skills in the fields of ICT.” 
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上記 3-3 で記述したとおり、4 つの成果について、成果 1～3 は非常に順調に、また成果 4 に関し

ても概ね順調に達成されつつあることから、プロジェクト目標の達成の見込みは十分にあると判断さ

れる。 

PDM に示された指標に対する成果の達成度は以下のとおりである。 

 

プロジェクト目標の PDM 指標  達成度 

共同研究の実施 本邦大学：12 以上、 

国内企業・研究機関：20 以上 

○ 本邦大学との共同研究：14 件（3 バッチ合計）

企業・研究機関：現在まで 1 件 

大学院生の共同研究参加 

：関連学科の大学院生全員が参加 

○ パイロットラボの大学院生は全員参加。 

ICT 関連学科(修士課程)の平均修了期間 

：2.5 年以下に短縮 

- 判断には時期尚早（プロジェクト開始後の入

学生は現在修士 2 年生） 

EPI の大学・ポリテクの活動参加 

 ：10 校以上 

◎ 共同研究に参加：18 校 

ITS 教員が派遣された大学：11 校 

企業・政府研究機関の活動参加 

 ：30 件以上 

○ 覚書を締結した企業：2 件 

共同研究への参加：1 件 

研修を受けた外部組織数（企業数）：6 件 

コンサルテーションを受けた企業数：7 件 

招待講師を出した企業・政府研究機関：8 件

※ ◎： 計画以上の達成状況、○：概ね計画どおり、△：計画に比較して進捗に遅れあり 

 

以上のように、共同研究への産業界からの参加に関しては課題が若干残るものの、ITS と東部イン

ドネシア地域の大学間の学術連携については計画以上の成果をあげているほか、日系企業 2 社に対す

る技術コンサルティング・サービスの提供からも分かるように、ITS の研究能力や技術能力も着実な

向上を見せている。 

 

３－５ 上位目標達成の見通し 

上位目標：「イ国の東部インドネシア地域における ICT 分野の高等人材育成と研究能力が強化

される。」 

“The eastern part of Indonesia will have a sufficient level of capabilities of human resource 

development and research activities in the field of ICT.” 

EPI 地域における ICT 分野の高等人材育成の強化に関しては、ITS に修学する他大学の教員数を鑑

みれば、着実に達成されているといえる。一方、研究能力の強化に関しては、研究のための施設設備

が同地域の大学において十分整っていない現状を考慮すれば、その評価には時期尚早であるといえる。 
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第４章 評価５項目による評価結果 
 

４－１ 妥当性 

以下の観点から、プロジェクトの妥当性は高いといえる。（詳細は付属資料 2 を参照） 

 

 プロジェクトが目指す ICT分野の人材育成は、インドネシアの国家開発計画や ICT政策において、

重要課題と位置づけられている。また、C/P 機関の ITS は国民教育省により、東部インドネシア地

域における ICT の中心的大学と位置付けられている。また、ICT に係る人材育成は、日本政府の

「国別援助計画」の 3 重点分野のうち、「民間主導の持続的な成長」のための産業人材育成に当た

り、政策的な整合性がある。 

 本プロジェクトに対する ITS 教員および東部インドネシア（EPI）地域のパートナー大学教員の熱

意・活動参加度の高さや、国民教育省のプロジェクトによる同地域の持続的開発に対する ITS へ

の期待の高さに示されるとおり、対象地域・対象機関の支援ニーズは非常に高い。 

 日本側の協力機関である熊本大学は、ITS との長期的連携に基づく信頼関係を構築しており、事業

の効果的・効率的な実施という観点から実施機関として適切である。また、本支援の主要手段の

一つである研究室中心教育は日本の工学教育の特徴であり、かつ ITS やパートナー大学からも高

く評価されていることから、適切であると言える。 

 

４－２ 有効性 

以下の観点から、プロジェクトの有効性は概ね高いといえる。（詳細は付属資料 2 を参照） 

 

 第 3 章で詳述したとおり、プロジェクトの投入・活動実績は当初計画どおり実施されており、こ

れを通じて、4 つの成果のうち、成果 1（共同研究による ITS の研究能力強化）、成果 2（研究室中

心教育の導入）、成果 3（ITS とパートナー大学の大学間連携）は大変順調に成果を上げており、

また成果 4（産学連携）も概ね順調に達成されつつある。 

 特に、成果 1 である、本邦大学との共同研究を通じて ITS の研究能力が向上していることが、他

の 3 つの成果（研究室中心教育の導入、パートナー大学との連携（とその教育・研究能力向上）、

産学連携の促進）の効果的な達成に貢献している。 

 よって、プロジェクト目標である「ITS の ICT 分野の研究能力が強化されることによる、東部イン

ドネシア地域の産業界、大学、政府研究機関への人材供給」に関して、達成は十分に見込める。

特に、ITS 大学院生の 80％が EPI 地域の大学教員であることを踏まえると、大学への人材供給に

関しては直接的・効果的な貢献が期待できる。一方で、この ITS 大学院生の構成の特徴から、プ

ロジェクトの成果として、産業界への直接的な人材供給には限度があるものの、パートナー大学

の教員の能力向上や教育方法の改善により産業界への優秀な人材を供給する能力の向上という、

間接的貢献が期待できる。 

 

４－３ 効率性 

以下の観点から、プロジェクトの効率性は概ね高いといえる。（詳細は付属資料 2 を参照） 

 

 日本側、インドネシア側のこれまでの投入実績と成果の達成状況とを比較すると、投入は概ね成
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果を上げるための活動に十分活用されている。 

 プロジェクトの効率性を促進した要因として、ITSの主要メンバーの意識の高さと、プロジェクト

に対する継続的な注力があげられる。大学執行部およびプロジェクトマネージャーを中心とする

メンバーの熱意が、効率性の維持に大きく寄与したと考えられる。 

 また、インドネシア政府により整備された大学間高速ネットワーク（INHERENT）は、ITSと本邦

大学、さらに 4 つのパートナー大学との連携を促進する上で、その効率性・実効性・自立発展性

を高めることに大きく寄与したと考えられる。 

 日本人専門家の派遣に関しては、年間合計 12～14M/Mと必ずしも長期間ではないが、上記の ITS

側の意識の高さと熱意、熊本大学と ITS 間の長期的連携に根ざす信頼関係、INHERENT 等の ICT

技術の活用、本邦研修の効果的活用等によって、各成果の達成を効率的に支援できている。 

 ただし、JICA と熊本大学の業務実施契約が単年度ごとであり、契約更新を行う 3 月中旬～4 月中

にかけては、専門家派遣を含め、契約期間中と同様に事業を実施することが困難となっている。

契約期間外であっても、現地では共同研究をはじめ活動が継続していること、また、3～4 月は本

邦での学期中は多忙である本邦大学教員が現地訪問する最適な時期であることを考えると、契約

更新作業は、事業の進捗に重大な影響は及ぼしてはいないものの、事業の効率を最適化する上で

の課題となっている。 

 

４－４ インパクト（見込み） 

プロジェクトのインパクトの測定は現段階では時期尚早ではあるものの、以下のように正のインパ

クトの発現に向けた基盤が形成されつつある。（詳細は付属資料 2を参照） 

 

 本プロジェクトをきっかけとして、ITSと熊本大学の学術交流が工学部間の協定から大学間の学術

交流協定に格上げされた。ITSの研究能力の向上にあたっては、本邦大学を含む先進的大学との共

同研究が重要となるが、上記の学術交流協定は、ITSの研究能力向上の基盤としてのインパクトを

持つと考えられる。 

 研究室中心教育に関しては、プロジェクトでは電子学科とインフォマティクス学科の 2 学科を対

象に導入する計画であったが、既に ITS 全学への適用が計画されている。また、教員個人レベル

に関しては、パイロットラボ以外の教員にも、パイロットラボの研究者とのコミュニケーション

を通して研究室中心教育の考えや手法が紹介され、その普及が実現しつつある。さらに、EPI地域

のパートナー大学の教員も、国内留学や共同研究への参加を通じて同手法の導入に強い意欲を持

つようになっている。ITSとパートナー大学でのこのような研究室中心教育の普及は、これらの大

学における、実践的な研究能力を持つ人材の育成能力の向上にインパクトを持つと考えられる。 

 本プロジェクトをきっかけとして、ITSとパートナー大学 4校の学術交流協定が締結されたが、同

協定は、本プロジェクトで強化される ITS の研究・教育能力や産学連携についての効果を、東部

インドネシアにおいて普及させる基盤となる。 

 さらに、産学連携に関しても、研究内容を産業界へ紹介するためのツール・機会や、セミナー・

研修等の人的交流を通じた信頼関係の構築など、連携の基盤が強化されつつある。 

 上記のような要素を総合すると、本プロジェクトの効果として、上位目標である「イ国の東部イ

ンドネシア地域における ICT 分野の高等人材育成と研究能力の強化」への正のインパクトの発現

が見込まれる。ただし、東部インドネシア地域のパートナー大学に関しては、施設・機材の不足
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が深刻であり、より大きなインパクトの確保には同問題への取り組みが必要とされる。 

 

４－５ 自立発展性（見込み） 

プロジェクトの自立発展性の判断は現段階では時期尚早ではあるものの、以下のように、自立発展

性の確保に向けた基盤が着実に形成されつつある。（詳細は付属資料 2を参照） 

 

 共同研究に関しては、ITSとパートナー大学双方とも継続の意欲・意識が高く、また、ITSと熊本

大学の全学レベルの学術交流協定が締結されたことから、共同研究の継続的実施の基盤は形成さ

れつつある。（ITSは熊本大学以外の本邦大学や、欧米大学との学術交流協定の締結も進めている。）

一方で、具体的に渡航等を伴う共同研究の実施には、日イ双方の研究者が研究資金を確保するこ

とが必須であり、それらが競争的資金であることを考えれば、日イ双方の研究者にとって十分に

大きな成果が上がることが前提となる。インドネシア政府においては、研究技術省や国民教育省

が競争的資金や政策研究資金を設けており、ICT分野は重点分野に指定されていることから、これ

ら資金の利用可能性は十分にある。 

 研究室中心教育に関しては、ITSおよびパートナー大学の教員の導入意欲は非常に高く、また、ITS

では組織的にも全学レベルでの導入を計画しており、自立発展性の基盤は形成されつつある。た

だし、ITSの大学院生の 80%が他大学教員であり、研究に十分な時間を割けない場合も多くあるこ

と、また、パートナー大学においては研究室中心教育を行うための施設・機材が不足しているこ

と等が、同手法の導入・定着にあたっての対応すべき課題として残されている。 

 ITSとパートナー大学の大学連携については、本プロジェクトを契機として学術交流協定が締結さ

れたこと、また、国民教育省も ITS を東部インドネシア地域の大学の支援拠点とする政策を継続

する予定であることから、その自立発展性は高いと見込まれる。 

 産学連携については、現段階では、大学と産業界が相互に知り合うことや信頼関係の構築を行い

連携の基盤を整えること、また、大学側が具体的な連携を進めるための研究シーズを蓄積する段

階にあり、その自立発展性を現段階で判断することは時期尚早であると言える。 

 

４－６ 結論 

結論として、本プロジェクトが、これまで期待通りに順調および効率的に進捗してきたことが分っ

た。 評価 5項目の中でも、特に妥当性、有効性、効率性は非常に高いと評価することができる。高

い有効性や効率性の要因として、インドネシア側のカウンターパートによる積極的な努力があげられ

る。インパクトや自立発展性に関しては、さらなる努力が必要ではあるものの、いくつかの活動が軌

道に乗って進捗していることを鑑みると、これらの項目の向上も期待できる。 
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第５章 提言 
 

５－１ 共同研究 

支援終了後も日本を初めとする先進国と共同研究を継続実施するために、研究技術省や国民教育省

等からの競争的研究資金を獲得できるよう、一層の研究能力と提案書作成能力の向上に繋がる支援を

行うことが期待される。 

 

５－２ 研究室中心教育 

学科によって様々な研究室中心教育のあり方があり得ることから、研究領域の性格や学部・学科の

歴史・制度等を踏まえ、関係者間で十分に議論し、共通認識を醸成する必要がある。 

 

５－３ 大学間連携 

大学間連携促進の物理的な手段として、INHERENT 等の大学間高速通信ネットワークの充実（安

定性強化と速度向上）をインドネシア政府関係省庁が中心となって実施することが望まれる。また、

ITSと東部インドネシア地域の大学との人的交流を一層促進するための、資金面での支援が期待され

る。 

 

５－４ 産学連携 

産学連携については多様な形式があり得ることから、先ずはセミナーや研修等により企業との日常

的な関係を深めつつ、産業界のニーズ把握と大学が保有する技術の紹介を行い、その上で自らの研究

を実施できるような状況を作り出すようなアプローチをとることが、より実際的であり近道だと思わ

れる。企業からの研究受託や企業との共同研究の実施といったレベルでの連携は、こうした地道な活

動の積み重ねにより効果的に行われるようになるものと期待される。 

産業界のニーズに適した人材供給の推進のため、（1）インターンシップ制度の本格的な導入、や（2）

就職情報の収集・提供、を行っており、学生の評価も高い Student Advisory Centerについて、一層の

機能の充実を行うことが望ましい。 

 

５－５ その他 

(1) 東部インドネシア地域の大学のインフラ整備 

ITSを含む東部インドネシア地域の大学における教育・研究の質を向上させるためには、計画的な

施設・機材・参考文献の整備、充実が必要である。 

 

(2) 「研究室中心教育」に係るワークショップ実施 

「研究室中心教育」は効率的に教育・研究能力を高めるための一つの手法である。ITSにおいて同

手法が効果を挙げつつある他、視察を行ったバンドン工科大学（Institut Teknologi Bandung: ITB）に

おいても類似の取り組みがなされ先進的事例となっており、同手法が今後のインドネシア工学系高等

教育改善にあたっての主要な手法の一つとなる可能性が高い。今後、技術協力（および円借款）が開

始されるハサヌディン大学（Universitas Hassanudin: UNHAS）工学部支援でも同手法導入を主要活動

の一つとする予定であることから、JICA・JBIC が支援する ITS、ITB、UNHAS、ガジャマダ大学

（Universitas Gadjah Mada: UGM）（※産学地連携プロジェクト実施中）の 4大学を集め、インドネシ
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アにおける研究室中心教育のあり方とその導入方法、さらには同様に共通課題である産学連携等につ

いて共有・議論を行うワークショップを行うことも、インドネシア高等教育案件のシナジー効果や案

件を超えた波及効果確保の観点から有効であると考えられる。 
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第６章 団長所感 
 

６－１ プロジェクトの中間評価結果 

 評価 5項目に基づきプロジェクトの評価をおこなった結果、いずれの項目でも概ね良い評価となっ

た。本評価は中間評価であることから、5項目のうち、特に、妥当性、有効性、効率性の 3項目に重

点をおき評価を行ったところ、いずれの評価結果も良好でありプロジェクトが順調に実施されている

ことを確認できた。また、残る 2項目のインパクトと自立発展性についても、現時点では概ね良好な

評価結果が得られていることから、今後、これらの項目が重視する活動にも重点的に取組むことによ

り、所期の目標が達成されることが期待できる。 

 本評価調査を通じ、インドネシアと日本の双方の関係者による熱心な活動が良い成果を生みつつあ

ること、並びに、スラバヤ工科大学（ITS）は受容能力が高く、いろいろな意味で、現在のみならず

将来的にも東部インドネシアの高等教育機関として先導的・指導的な位置を維持できる可能性が高い

ことを実感した。 

 

６－２ 研究室中心教育の有効性 

 最近の工学系高等教育協力案件を計画する際、我が国が豊富な知見を有する「研究室中心教育」の

導入を検討する事例が増加してきている。この点、本プロジェクトは先行案件となっていることから

その有効性と課題の確認を行った。 

 工学系高等教育の質を高めるには、実験や実習の機会を増やすことで受講者（学生）が実践的な知

見を効果的に獲得できるようにすることが不可欠であり、比較的少ない投入で教育と研究の両方に柔

軟に取組むことが可能となる「研究室中心教育」の導入が適当と認識している。 

一方、「研究室中心教育」の具体化では、誰もが即座に思い浮かべることが可能な共通の概念が存

在しないことから、案件にかかわる関係者が、自らの歴史的・社会経済的な背景、学問分野毎の特徴、

機材の附存状況など周囲の状況を十分に踏まえたうえで合意を形成し、明確な共通認識のもと、導入

に向けた具体的な取り組みを計画的に推進することが重要である。 

現在、ITSは全学的な「研究室中心教育」の導入に積極的に取組もうとしているところであり、学

生を含む関係者の多くから高い評価を得ていることを確認した。とはいえ、統一的な概念が関係者全

体に深く浸透するまでには至っておらず、一部学科の関係者は導入の困難さを感じていることも伺え

た。 

先にも述べたように必ずしも統一的な概念が既にあるわけではなく、多様な形態による具体化と柔

軟な対応が可能なことから、具体化の方策について関係者間でよく合意し、各学科に適した形態での

導入が推進されることが期待される。 

 

６－３ 産学連携 

 企業側研究者との共同研究を行うことが産学連携との認識が強く、現在インドネシアの産業界の現

状との乖離を指摘する関係者が多くみられた。産学連携には多様な形態や内容があり得ることから、

先ずは、学生の就職支援、セミナーや研修会を通じた技術情報の提供や助言、有能な学生への企業派

遣研修の機会提供、受託研究の実施、といった大学として取組みやすい活動を先行し、積極的に取組

むようにすることが有効だと思われる。こうした活動を通して、産業界との関係を強化しつつ、産業

界の現状を踏まえた教育研究活動を展開できるようになることが必要であり、地道な取組みの積み重
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ねによる信頼関係の醸成なくして一気に難易度の高い活動のみを志向することには無理があると感

じた。 

 

６－４ 業務実施型案件の運営管理 

 日本側の活動を業務実施契約で行うことが適当と考えられる案件について、それが高等教育分野の

案件である場合、日本側投入の大部分を大学が担う可能性が高い。この場合、大学の教員が活動しや

すい時期を有効に利用することが効率性の面で重要な前提となるにもかかわらず、本件では契約の更

新手続きにより大幅な制約を受けていることを確認した。こうした現状を改善するには複数年契約の

適用が有効と思われることから、今後、高等教育分野の案件を業務実施契約で行おうとする場合には、

複数年契約の適用を優先事項として検討すべきであろう。 

 

６－５ インドネシアにおける高等教育の推進 

 インドネシアは多くの島からなる大国であり、地域により状況が大幅に異なることから、少し大き

めの地域を想定した上で、特徴作りと差別化に留意しつつ、域内で先導的・主導的な役割を果たし得

る受容能力の高い機関を選定し、当該機関の強化に重点的に取り組み、可能な範囲で周辺の機関の強

化も併せて行うといったアプローチが有効だと思われる。 
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ピ
ア
（

20
06
年
：

34
,0

00
,0

00
ル
ピ
ア
、

20
07
年
：

8,
81

0,
00

0
ル
ピ
ア
）
が
投
入
さ
れ
た
。

 

E
P

I
内
の
技
術
支
援
に
必
要
な
交
通
費
と
し
て
、
合
計

64
,6

00
,0

00
ル
ピ
ア
（

20
06
年
：

10
0,

00
0,

00
0
ル
ピ
ア
、

20
07
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年
：

57
,5

00
,0

00
ル
ピ
ア
）
が
投
入
さ
れ
た
。

 

8)
 東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
の
教
職
員
に
対
す
る
修
士
コ
ー
ス
就
学
の
た
め
の
奨
学
金

 

東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
教
員
が

IT
S
で
就
学
す
る
た
め
の
奨
学
金
と
し
て
、
合
計

55
2,

00
0,

00
0
ル
ピ
ア
（

20
06

年
：

23
0,

00
0,

00
0
ル
ピ
ア
、

20
07
年
：

32
2,

00
0,

00
0
ル
ピ
ア
）
が
投
入
さ
れ
た
。

 

共
同
研
究
に
向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
た
め
の
奨
学
生
は
、
合
計

14
名
と
な
る
。
様
々
な
奨
学
金
制
度
を
利
用
し
て

IT
S
で

就
学
し
て
い
る
学
生
数
は
、
合
計

15
1
名
で
あ
る
。
（
詳
細
は
付
属
資
料

1A
n

n
ex

 1
2
を
参
照
）

 

9)
 国
際
レ
ベ
ル
の
ジ
ャ
ー
ナ
ル
へ
の
発
表

 

特
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
か
ら
の
投
入
実
績
な
し
。
（
活
動
実
績
は
あ
る
が
、
費
用
計
上
な
し
）

 

10
) 
研
究
報
告
書
作
成

 

特
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
側
か
ら
の
投
入
実
績
な
し
。
（
活
動
実
績
は
あ
る
が
、
費
用
計
上
な
し
）

 

11
) 
パ
テ
ン
ト
登
録

 

パ
テ
ン
ト
登
録
に
必
要
な
経
費
と
し
て
、

20
07
年
に

20
,0

00
,0

00
ル
ピ
ア
が
投
入
さ
れ
た
。

 

成
果
１
は
計
画
ど
お
り

達
成
さ
れ
て
い
る
か
？

 

 成
果

1：
 

研
究
活
動
を
強
化
し
研

究
能
力
が
国
際
水
準
に

な
る
。

 

(デ
ー
タ
・
情
報

) 

 
成
果

1
の
計
画
及
び
実
績

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
の

意
見

 

 (情
報
源

) 

 
業
務
実
施
報
告
書

 

 
月
次
報
告

 

 
P

ro
gr

es
s 

R
ep

or
t 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者

 

成
果

1
は
、
当
初
計
画
を
比
較
し
て
、
順
調
に
達
成
さ
れ
て
い
る
。

 

1）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
に

3
バ
ッ
チ
（
期
）
行
い
、

1
バ
ッ
チ
（
期
）
に

3～
5
件
の
共
同
研
究
を
日
本
の
大
学
と
実
施

す
る
。

 

第
1
次
共
同
研
究
で
は

3
件
が
実
施
さ
れ
た
。
第

2
次
共
同
研
究
で
は
４
件
が
、

20
08
年

7
月
ま
で
実
施
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、

第
3
次
共
同
研
究
で
は

7
件
の
共
同
研
究
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。

 

 
第

1
次
共
同
研
究
：
画
像
処
理
分
野
、
無
線
通
信
分
野
、
電
力
制
御
分
野

 

 
第

2
次
共
同
研
究
：
並
列
計
算
機
分
野
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
分
野
、
ユ
ー
ザ
ー
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
分
野
、
高
度

道
路
交
通
シ
ス
テ
ム
分
野

 

 
第

3
次
共
同
研
究
：
電
力
制
御
分
野
、
コ
ン
テ
ン
ツ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
分
野
、
地
方
医
療
情
報
シ
ス
テ
ム
分
野
、

e-
L

ea
rn

in
g 
開
発
分
野
、
災
害
ロ
ボ
ッ
ト
分
野
、
デ
ジ
タ
ル
回
路
（
セ
ン
サ
ー
）
分
野
、

医
療
用
画
像
処
理
分
野

 

2）
各
共
同
研
究
か
ら
国
際
レ
ベ
ル
の
会
議
ま
た
は
ジ
ャ
ー
ナ
ル
に
毎
年

1
件
以
上
の
研
究
論
文
を
発
表
す
る
。

 

国
際
学
会
で
の
報
告
は
、
第

1
次
共
同
研
究
か
ら

5
件
、
第

2
次
共
同
研
究
か
ら

1
件
が
実
施
さ
れ
た
。（
詳
細
は
付
属
資
料

1A
n

n
ex

 1
5
を
参
照
）

 

3）
バ
ッ
チ
毎
に
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の

5
つ
以
上
の
大
学
が
共
同
研
究
に
参
加
す
る
。
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第
1
次
共
同
研
究
で
は

6
大
学
と

3
ポ
リ
テ
ク
ニ
ッ
ク
が
参
加
し
た
。

 

第
2
次
共
同
研
究
で
は

2
大
学
と

3
ポ
リ
テ
ク
ニ
ッ
ク
が
参
加
し
た
。

 

4）
年
間
に

6
回
以
上
の
学
内
研
究
交
流
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
実
施
さ
れ
る
。

 

20
06
年
度
に
は

4
回
、

20
07
年
度
に
は

6
回
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
（

S
ci

en
ti

fi
c 

M
ee

ti
n

g）
が
実
施
さ
れ
、
共
同
研
究
成
果
、

研
修
成
果
、
パ
テ
ン
ト
申
請
の
戦
略
と
プ
ロ
セ
ス
な
ど
が
、

IT
S
や
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
教
員
・
学
生
に
共
有
さ
れ
た
。

 

ま
た
、

e-
O

ri
en

ta
ti

on
、

e-
L

ec
tu

re
、

e-
R

ep
or

t
な
ど
の

A
d-

h
oc

 e
-L

ec
tu

re
s
も

7
回
（

20
06
年
度

5
回
、

20
07
年
度

2
回
）
実
施
さ
れ
た
。

 

5）
各
共
同
研
究
チ
ー
ム
が
報
告
書
を
毎
年
作
成
す
る
。

 

第
1
次
共
同
研
究
の
チ
ー
ム
は
、
そ
の
研
究
活
動
を
ま
と
め
た
報
告
書
を
作
成
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
委
員
会
に
提
出
し
た
。

そ
の
報
告
書
は
覚
書
を
結
ん
だ
日
系
企
業
に
も
送
付
さ
れ
た
。

 

第
2
次
共
同
研
究
は
、
現
在
作
成
中
で
あ
る
。

 

6）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
に
国
内
で

4
つ
以
上
の
パ
テ
ン
ト
が
申
請
さ
れ
る
。

 

第
1
次
共
同
研
究
か
ら

3
件
が
申
請
さ
れ
た
。
（
詳
細
は
付
属
資
料

1A
n

n
ex

 1
6
を
参
照
）

 

成
果

2
は
計
画
ど
お
り

達
成
さ
れ
て
い
る
か
？

 

 成
果

2：
 

ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
の

工
学
教
育
が
教
室
ベ
ー

ス
か
ら
研
究
室
（
ラ
ボ
）

ベ
ー
ス
に
変
わ
る
。

 

(デ
ー
タ
・
情
報

) 

 
成
果

2
の
計
画
及
び
実
績

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
の

意
見

 

 (情
報
源

) 

 
業
務
実
施
報
告
書

 

 
月
次
報
告

 

 
P

ro
gr

es
s 

R
ep

or
t 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者

 

成
果

2
は
、
当
初
計
画
と
比
較
し
て
、
順
調
に
達
成
さ
れ
て
い
る
。

 

1）
大
学
院
修
士
コ
ー
ス
を
ラ
ボ
ベ
ー
ス
に
転
換
す
る
計
画
書
が
作
成
・
承
認
さ
れ
る
。

 

20
06
年

7
月
に
計
画
書
（

Im
pl

em
en

ta
ti

on
 P

la
n

 o
f I

n
tr

od
u

ci
n

g 
L

ab
-b

as
ed

 E
du

ca
ti

on
 t

o 
th

e 
M

as
te

r’
s 

C
ou

rs
e 

u
n

de
r 

P
R

E
D

IC
T-

IT
S
）
が
作
成
さ
れ
た
。

 

2)
 年
に
一
度
、

A
w

ar
en

es
s 

W
or

ks
h

op
s
が
開
催
さ
れ
る
。

 

IT
S
電
気
学
科
に
よ
る
国
内
セ
ミ
ナ
ー
や
学
内
研
究
交
流
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
な
ど
で
、
研
究
室
中
心
教
育
の
導
入
に
関
す
る
説
明

が
行
わ
れ
て
い
る
。

 

3)
 共
同
研
究
に
参
加
す
る
研
究
室
が
す
べ
て
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
に
承
認
さ
れ
る
。

 

共
同
研
究
に
参
加
す
る
研
究
室
は
す
べ
て
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
と
承
認
さ
れ
て
い
る
。

 

4）
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
が
選
定
さ
れ
た
後
、
実
施
計
画
書
が
ラ
ボ
毎
に
作
成
さ
れ
る
。

 

パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
毎
の
実
施
計
画
書
（

A
ct

io
n

 P
la

n
 o

f 
L

ab
-b

as
ed

 E
du

ca
ti

on
 b

y 
P

il
ot

 L
ab

or
at

or
ie

s）
が
、
第

1・

第
2
次
共
同
研
究
と
も
作
成
さ
れ
た
。

 

5）
2
名
以
上
の
大
学
院
生
が
各
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
の
活
動
に
参
加
す
る
。
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共
同
研
究
を
実
施
す
る
ラ
ボ
に
所
属
す
る
修
士
・
博
士
課
程
の
大
学
院
生
の
う
ち
、
共
同
研
究
の
ト
ピ
ッ
ク
に
関
心
を
持
つ
院

生
が
メ
ン
バ
ー
と
し
て
参
加
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

 

こ
れ
ま
で
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
に
参
加
し
た
学
生
数
は
次
の
通
り
。

 


 
第

1
次
共
同
研
究
：
電
力
制
御
分
野
（

7
名
）
、
無
線
通
信
分
野
（

10
名
）
、
画
像
処
理
分
野
（

0
名
）

 


 
第

2
次
共
同
研
究
：
高
度
道
路
交
通
シ
ス
テ
ム
分
野
（

4
名
）
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
分
野
（

4
名
）
、
ユ
ー
ザ
ー
イ

 

 
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
分
野
（

4
名
）
、
並
列
計
算
機
分
野
（

3
名
）

 


 
プ
レ
第

3
次
共
同
研
究
：
デ
ジ
タ
ル
回
路
（
セ
ン
サ
ー
）
分
野
（

7
名
）
、
電
力
制
御
分
野
（

9
名
）

 

6）
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
の
ラ
ボ
研
究
者
間
で
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
の
活
動
を
紹
介
し
意
見
交
換
を
行
う
た
め
、
年
間

2
回
の
ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が
実
施
さ
れ
る
。

 

共
同
研
究
成
果
、
研
修
成
果
、
パ
テ
ン
ト
申
請
の
戦
略
と
プ
ロ
セ
ス
な
ど
を
、

IT
S
や
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
教
員
・
学
生
で
共

有
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
学
内
研
究
交
流
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
が
、
20

06
年
度
に
は

4
回
、
20

07
年
度
に
は

6
回
実
施
さ
れ
た
。
 

7）
ラ
ボ
ベ
ー
ス
の
大
学
院
修
士
コ
ー
ス
導
入
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
各
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
に
よ
り
作
成
さ
れ
る
。

 

研
究
室
中
心
教
育
導
入
実
施
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
、

20
08
年

2
月
に
作
成
さ
れ
た
。

 

成
果

3
は
計
画
ど
お
り

達
成
さ
れ
て
い
る
か
？

 

 成
果

3：
 

ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
と

東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地

域
の
大
学
間
と
の
学
術

連
携
が
確
立
す
る
。

 

(デ
ー
タ
・
情
報

) 

 
成
果

3
の
計
画
及
び
実
績

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
の

意
見

 

 (情
報
源

) 

 
業
務
実
施
報
告
書

 

 
月
次
報
告

 

 
P

ro
gr

es
s 

R
ep

or
t 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者

 

成
果

3
は
、
例
え
ば
、

IT
S
や
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
研
究
発
表
数
が
計
画
を
下
回
っ
て
い
る
な
ど
、
い
く
つ
か
の
課
題
は
あ
る

も
の
の
、
概
ね
順
調
に
達
成
さ
れ
て
い
る
。

 

1）
大
学
連
携
ユ
ニ
ッ
ト
に
専
任
事
務
ス
タ
ッ
フ
と
兼
任
学
術
ス
タ
ッ
フ
が
そ
れ
ぞ
れ

1
名
以
上
配
置
さ
れ
る
。

 

専
任
事
務
ス
タ
ッ
フ
と
兼
任
学
術
ス
タ
ッ
フ
が
、
そ
れ
ぞ
れ
１
名
ず
つ
配
置
さ
れ
た
。

 

2）
年
間

15
名
以
上
の
教
員
が
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
か
ら
共
同
研
究
に
参
加
す
る
。

 

第
1
次
共
同
研
究
に

13
名
、
第

2
次
共
同
研
究
に

7
名
、
プ
レ
第

3
次
共
同
研
究
に

15
名
が
、
こ
れ
ま
で
共
同
研
究
に
参

加
し
て
い
る
。
（
詳
細
は
付
属
資
料

1A
n

n
ex

 9
を
参
照
）

 

3）
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
主
催
の
研
究
発
表
会
に

1-
2
年
目
は

10
件
、

3-
4
年
目
は

25
件
の
論
文
が
域
内
の
大
学
か
ら
提
出

さ
れ
る
。

 

20
07
年

9
月
の

IC
T
会
議
に
て
、

4
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
か
ら
そ
れ
ぞ
れ

1
件
、
計
４
件
の
報
告
が
あ
っ
た
。

 

4）
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
か
ら
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
修
士
コ
ー
ス
に
参
加
し
た
教
員
全
員
が
修
了
後
も
各
大
学
で

研
究
を
続
け
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
か
ら

2
年
し
か
経
過
し
て
お
ら
ず
、
修
士
コ
ー
ス
修
了
生
の
数
が
十
分
で
な
い
た
め
、
評
価
は
時
期
尚
早

で
あ
る
。
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5）
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
各
大
学
が
持
ち
回
り
で
毎
年
研
究
発
表
会
を
開
催
す
る
。

 

20
07
年

2
月

28
日
か
ら

3
月

1
日
に
か
け
て
、

U
N

S
R

A
T
主
催
で

IC
T
国
際
セ
ミ
ナ
ー
が
開
催
さ
れ
た
。

 

U
N

C
E

N
、

U
N

D
A

N
A
主
催
で
、
大
学
連
携
研
究
発
表
会
が

2
回
開
催
さ
れ
た
。
（
今
後
、
年

2～
3
回
開
催
予
定
）

 

IT
S
主
催
の
国
際
会
議
と
し
て
、
情
報
工
学
科
に
よ
る
国
際
会
議
が

2
回
開
催
さ
れ
た
。

 

（
詳
細
は
付
属
資
料

1A
n

n
ex

 1
4
を
参
照
）

 

6）
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
の
教
員
が
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
各
大
学
に
毎
年
１
名

2
週
間
派
遣
さ
れ
、
授
業
を
行
う
。

 

東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
へ
の
派
遣
実
績
は
、
合
計

44
回
（

20
06
年
度
：

27
回
、

20
07
年
度
：

17

回
）
で
あ
る
。
（
詳
細
は
付
属
資
料

1A
n

n
ex

 1
3
を
参
照
）

 

成
果

4
は
計
画
ど
お
り

達
成
さ
れ
て
い
る
か
？

 

 成
果

4：
 

ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
と

産
業
界
・
政
府
研
究
機

関
の
協
力
活
動
が
強
化

さ
れ
る
。

 

(デ
ー
タ
・
情
報

) 

 
成
果

4
の
計
画
及
び
実
績

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
の

意
見

 

 (情
報
源

) 

 
業
務
実
施
報
告
書

 

 
月
次
報
告

 

 
P

ro
gr

es
s 

R
ep

or
t 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者

 

成
果

4
は
、
概
ね
達
成
さ
れ
て
い
る
。
共
同
研
究
へ
の
産
業
界
の
参
加
や
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
設
立
と
い
っ
た
、
一
部
の
指

標
・
目
標
値
の
達
成
が
遅
れ
て
い
る
も
の
の
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
、
ブ
ロ
ー
シ
ャ
ー
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
、
オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス

な
ど
に
よ
る
、

IT
S
研
究
活
動
の
広
報
や
、
産
業
界
か
ら
の
招
聘
講
師
に
よ
る
講
義
、
産
業
界
へ
の
研
修
な
ど
に
関
し
て
は
、

着
実
な
進
捗
が
認
め
ら
れ
た
。

 

1）
ビ
ジ
ネ
ス
サ
ー
ビ
ス
ユ
ニ
ッ
ト
に
専
任
事
務
ス
タ
ッ
フ
と
兼
任
学
術
ス
タ
ッ
フ
が
各
々

1
名
以
上
配
置
さ
れ
る
。

 

専
任
事
務
ス
タ
ッ
フ
と
兼
任
学
術
ス
タ
ッ
フ
が
、
そ
れ
ぞ
れ
１
名
ず
つ
配
置
さ
れ
た
。

 

2）
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
が
所
有
す
る
人
材
・
研
究
分
野
・
機
材
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
構
築
さ
れ
る
。

 

研
究
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
作
成
さ
れ
た
。
特
に

IC
T
分
野
の
研
究
内
容
は
英
語
に
翻
訳
さ
れ
て
お
り
、
英
語
で
検
索
可
能
と
な

っ
た
。

 

3）
ブ
ロ
ー
シ
ャ
ー
（
案
内
概
要
）
と
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
が
作
成
さ
れ
る
。

 

IT
S
紹
介
冊
子
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
が
作
成
さ
れ
た
。

 

4）
毎
年
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
発
表
会
、
オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
が
開
催
さ
れ
る
。

 

専
門
分
野
に
関
す
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が
こ
れ
ま
で

4
回
開
催
さ
れ
た
。

 

オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
は
、

20
07
年

9
月
と

20
08
年

3
月
に

2
回
開
催
さ
れ
た
。

 

5）
産
業
界
や
政
府
研
究
機
関
か
ら
招
い
た
講
師
に
よ
り
、

1
コ
ー
ス
以
上
の
授
業
を
各
関
連
学
科
で
セ
メ
ス
タ
ー
毎
に
実
施

す
る
。

 

産
業
界
や
政
府
研
究
機
関
か
ら
の
招
聘
講
師
に
よ
る
講
義
が
、
こ
れ
ま
で
に

8
回
（
電
気
工
学
科
：

2
回
、
情
報
工
学
科
：

6

回
）
開
催
さ
れ
た
。
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6）
ス
ラ
バ
ヤ
電
子
工
学
ポ
リ
テ
ク
ニ
ッ
ク
と
協
力
し
、
毎
年
企
業
に
対
し
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
・
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン

サ
ー
ビ
ス
を

10
件
以
上
行
う
。

 

こ
れ
ま
で
外
部
組
織
に
対
す
る
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
は
、

IT
S
に
よ
り

7
回
実
施
さ
れ
た
。

 

7）
産
業
界
に
対
し
、

1
週
間
の
研
修
コ
ー
ス
を
各
関
連
学
部
で
セ
メ
ス
タ
ー
毎
に

1
回
以
上
実
施
す
る
。

 

外
部
組
織
に
対
す
る
研
修
は
、
合
計

13
回
（
電
気
工
学
科
：

9
回
、
情
報
工
学
科
：

4
回
）
実
施
さ
れ
た
。（
詳
細
は
付
属
資

料
1A

n
n

ex
 1

7
を
参
照
）

 

8）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
に
は
共
同
研
究
の
半
分
以
上
に
産
業
界
か
ら
の
参
加
が
あ
る
。

 

こ
れ
ま
で
の
産
業
界
か
ら
の
共
同
研
究
へ
の
参
加
実
績
は
、
第

1
次
共
同
研
究
に
お
い
て
、
電
力
制
御
分
野
へ

P
T.

 P
U

P
U

K
 

K
A

L
T

IM
か
ら

1
名
の
参
加
が
あ
っ
た
。

 

9）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
ま
で
に
、
ビ
ジ
ネ
ス
サ
ー
ビ
ス
ユ
ニ
ッ
ト
の
支
援
に
よ
り

5
つ
以
上
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
が
設
立

さ
れ
る
。

 

現
在
の
と
こ
ろ
、
実
績
な
し
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の

達
成
の
見
込
み
は
あ
る

か
？

 

 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
：

 

ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
の

IC
T
分
野
に
お
け
る
研

究
能
力
が
強
化
さ
れ
る

こ
と
に
よ
り
、
同
分
野

の
高
度
技
術
を
有
す
る

人
材
を
、
主
に
東
部
イ

ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
に
立

地
す
る
産
業
界
、
大
学
、

政
府
研
究
機
関
に
供
給

す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
な
る
。

 

(デ
ー
タ
・
情
報

) 

 
目
標
と
実
績

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
の

意
見

 

 (情
報
源

) 

 
業
務
実
施
報
告
書

 

 
月
次
報
告

 

 
P

ro
gr

es
s 

R
ep

or
t 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者

 

以
下
の
指
標
・
目
標
値
の
達
成
状
況
に
基
づ
き
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
達
成
の
見
込
み
は
十
分
に
あ
る
と
判
断
す
る
。

 

1）
12
以
上
の
共
同
研
究
が
日
本
の
大
学
と
行
わ
れ
、

20
以
上
の
共
同
研
究
が
国
内
企
業
・
研
究
機
関
と
行
わ
れ
る
。

 

日
本
の
大
学
と
の
共
同
研
究
数
は
、
第

1
次
共
同
研
究
で
は

3
件
、
第

2
次
共
同
研
究
で
は
４
件
の
、
合
計

7
件
が
実
施
さ

れ
た
。
さ
ら
に
、
第

3
次
共
同
研
究
で
は

7
件
の
共
同
研
究
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。

 

国
内
企
業
・
研
究
機
関
と
の
共
同
研
究
と
し
て
、
第

1
次
共
同
研
究
に
お
け
る
電
力
制
御
分
野

1
件
に
国
内
企
業
か
ら

1
名

の
参
加
が
あ
っ
た
。

 

2）
対
象
学
科
の
大
学
院
生
が
共
同
研
究
に
参
加
す
る
。

 

共
同
研
究
の
ト
ピ
ッ
ク
に
関
心
を
持
つ
大
学
院
生
は
誰
で
も
、
共
同
研
究
に
参
加
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。

 

3）
IC

T
関
連
学
科
の
修
士
課
程
の
平
均
修
了
期
間
が

2.
5
年
以
下
と
な
る
（
現
在
の
平
均
修
了
年
数
は
約

3
年
）
。

 

20
06
年
度
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
以
降
、
よ
う
や
く

2
年
が
経
過
し
た
た
め
、
具
体
的
な
デ
ー
タ
入
手
は
困
難
で
あ
る
。

 

4）
10
以
上
の
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
と
ス
ラ
バ
ヤ
電
子
工
学
ポ
リ
テ
ク
ニ
ッ
ク
（

E
E

P
IS
）
が
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
参
加
す
る
。

 

E
P

I
の
大
学
や

E
E

P
IS
の
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
参
加
状
況
は
、
次
の
通
り
で
あ
る
。

 

-
 
学
術
協
力
協
定
書
（

M
oU
）
を
結
ん
だ
大
学
：

4
大
学
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-
 
共
同
研
究
に
参
加
し
た
大
学
・
ポ
リ
テ
ク
ニ
ッ
ク
数
：

18
校

 

-
 

IT
S
教
員
が
派
遣
さ
れ
た
大
学
：

11
校

 

5）
30
以
上
の
企
業
・
政
府
研
究
機
関
が
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
に
参
加
す
る
。

 

企
業
・
政
府
研
究
機
関
の
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
状
況
は
、
次
の
通
り
で
あ
る
。

 

-
 
覚
書
を
締
結
し
た
企
業
や
地
方
公
共
団
体
：

8 

-
 
共
同
研
究
に
参
加
す
る
企
業
：
１

 

-
 
研
修
を
受
け
た
外
部
組
織
数
（
企
業
数
）
：

6 

-
 
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
を
受
け
た
企
業
数
：

7 

-
 
招
聘
講
師
を
出
し
た
企
業
・
政
府
研
究
機
関
：

8 

上
位
目
標
の
達
成
の
見

込
み
は
あ
る
か
？

 

 上
位
目
標
：

 

イ
国
の
東
部
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
地
域
に
お
け
る

IC
T
分
野
の
高
等
人
材

育
成
と
研
究
能
力
が
強

化
さ
れ
る
。

 

(デ
ー
タ
・
情
報

) 

 
目
標
と
実
績

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
の

意
見

 

 (情
報
源

) 

 
業
務
実
施
報
告
書

 

 
月
次
報
告

 

 
P

ro
gr

es
s 

R
ep

or
t 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者

 

修
士
及
び
博
士
の
学
位
を
持
つ
、
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
教
員
数
は
、
こ
れ
ま
で
の

IT
S
に
お
け
る
就
学
状
況
を

考
慮
す
れ
ば
、
着
実
に
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
彼
ら
の
研
究
活
動
の
レ
ベ
ル
の
評
価
に
は
時
期
尚
早
で
あ
る
。

 

1）
修
士
及
び
博
士
の
学
位
を
持
つ
教
員
が
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
で
増
加
す
る
。

 

20
06
年

5
月
に
す
で
に
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
に
留
学
し
て
い
た

E
P

I
の
大
学
教
員
は
、
合
計

36
名
。

20
07
年

8
月
に
は
、

U
N

S
R

A
T
か
ら

3
名
、

U
N

D
A

N
A
か
ら

5
名
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
枠
で

IT
S
に
留
学
し
た
。

 

し
た
が
っ
て
、
少
な
く
と
も
数
年
後
に
は
、

IT
S
の
研
究
室
中
心
教
育
を
受
け
た

44
名
が
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
修
士
保

有
教
員
と
し
て
復
職
す
る
と
推
定
さ
れ
、
研
究
室
中
心
教
育
を
受
け
た
人
材
と
し
て
は
純
増
と
い
え
る
。

 

2）
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
に
お
け
る
パ
テ
ン
ト
（
特
許
）
申
請
数
と
海
外
の
研
究
誌
等
ジ
ャ
ー
ナ
ル
へ
の
研
究
成
果
の
投

稿
数
が
増
加
す
る
。

 

学
会
報
告
に
つ
い
て
は
、
共
同
研
究
報
告
書
に
あ
る
と
お
り
、
第

1
次
共
同
研
究
の
電
力
制
御
分
野
か
ら
、
東
部
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
の
フ
ァ
ー
ス
ト
オ
ー
サ
ー
の
論
文
が

1
報
国
際
学
会

(日
本
）
で
報
告
さ
れ
、
第

1
次
共
同
研
究
の
無
線
通
信
分
野
か
ら
、

東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
教
員
（

IT
S
学
生
）
の
フ
ァ
ー
ス
ト
オ
ー
サ
ー
の
論
文
が

3
報
（

3
名
）
国
内
学
会
で
報
告
さ
れ
た
。

 

こ
う
し
た
成
果
は
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
で
の
研
究
室
中
心
教
育
の
成
果
に
よ
る
純
増
と
推
定
さ
れ
る
。

 

 ●
 
実
施
プ
ロ
セ
ス
：
 

評
価
項
目

 
評
価
設
問

 
必
要
な
デ
ー
タ
お
よ
び
情
報
源

 
結
果

 

実
施
プ
ロ

セ
ス

 

活
動
は
計
画
ど
お

り
に
実
施
さ
れ
て

い
る
か
？
（
活
動

(デ
ー
タ
・
情
報

) 

 
活
動
計
画
と
実
績

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
の

成
果

1：
研
究
活
動
を
強
化
し
研
究
能
力
が
国
際
水
準
に
な
る

 

日
本
の
大
学
と
の
共
同
研
究
は
、
当
初
の
計
画
通
り
、
第

1
バ
ッ
チ
で

3
件
、
第

2
バ
ッ
チ
で

4
件
が
実
施
さ
れ
た
。
さ
ら

に
第

3
バ
ッ
チ
で
は
、

7
件
の
共
同
計
画
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
共
同
研
究
か
ら
、
国
際
レ
ベ
ル
の
会
議
や
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の
進

捗
に
影
響
を

与
え
た
問
題
は
あ

る
か
？
）

 

意
見

 

 (情
報
源

) 

 
業
務
実
施
報
告
書

 

 
月
次
報
告

 

 
P

ro
gr

es
s 

R
ep

or
t 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者

 

ジ
ャ
ー
ナ
ル
へ
の
研
究
発
表
も
、
第

1
バ
ッ
チ
で
は

5
件
、
第

2
バ
ッ
チ
で
は

1
件
が
発
表
さ
れ
、
計
画
以
上
の
取
組
が
み
ら

れ
る
。
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
共
同
研
究
へ
の
参
加
や
、
学
内
研
究
交
流
会
、
報
告
書
作
成
、
パ
テ
ン
ト
申
請
に
関
し
て
も
、
当

初
の
計
画
と
比
較
し
て
順
調
な
進
捗
状
況
が
み
ら
れ
る
。

 

成
果

2：
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
の
工
学
教
育
が
教
室
ベ
ー
ス
か
ら
研
究
室
（
ラ
ボ
）
ベ
ー
ス
に
変
わ
る
。

 

研
究
室
中
心
教
育
導
入
に
む
け
た
実
施
計
画
書
の
作
成
や
啓
発
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
開
催
に
よ
り
、

IT
S
に
お
け
る
研
究
室

中
心
教
育
の
導
入
は
順
調
に
進

捗
し
て
い
る
。
各
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
も
実
施
計
画
書
を
作
成
し
、
学
生
の
参
加
も
促
進
さ
れ
て

い
る
。

 

さ
ら
に
、

S
ci

en
ce

 M
ee

ti
n

g
の
開
催
や
、
研
究
室
中
心
教
育
導
入
実
施
計
画
書
の
普
及
を
通
し
て
、

IT
S
全
学
へ
の
導
入
も

今
後
計
画
さ
れ
て
お
り
、
順
調
な
進
捗
状
況
が
み
ら
れ
る
。

 

成
果

3：
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
と
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
間
と
の
学
術
連
携
が
確
立
す
る
。

 

大
学
連
携
ユ
ニ
ッ
ト
の
体
制
確
立
や
、
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
教
官
の
共
同
研
究
へ
の
参
加
、

E
P

I
に
お
け
る
大
学
連
携
研
究
発

表
会
や

IT
S
主
催
国
際
会
議
の
開
催
な
ど
を
通
し
て
、
大
学
間
連
携
も
順
調
に
進
捗
し
て
い
る
。

 

当
初
の
計
画
に
あ
っ
た
、

IT
S
修
士
コ
ー
ス
を
修
了
し
た
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
教
官
の
研
究
活
動
の
継
続
状
況
に
つ
い
て
は
課

題
も
見
ら
れ
る
も
の
の
、
大
学
間
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
イ
ン
フ
ラ
（

IN
H

E
R

E
N

T
）
を
活
用
し
た

e-
L

ec
tu

re
や

e-
L

ea
rn

in
g
な

ど
、
活
動
の
多
様
性
も
見
ら
れ
、
今
後
さ
ら
な
る
大
学
間
連
携
の
推
進
が
期
待
さ
れ
る
。

 

成
果

4：
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
と
産
業
界
・
政
府
研
究
機
関
の
協
力
活
動
が
強
化
さ
れ
る
。

 

ビ
ジ
ネ
ス
サ
ー
ビ
ス
ユ
ニ
ッ
ト
の
体
制
確
立
や
、
研
究
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
・
ブ
ロ
ー
シ
ャ
ー
・

W
eb
サ
イ
ト
の
作
成
、
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
・
発
表
会
・
オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
の
開
催
、
招
聘
講
師
に
よ
る
授
業
の
実
施
、
産
業
界
に
対
す
る
研
修
コ
ー
ス
の

実
施
な
ど
は
、
概
ね
順
調
に
進

捗
し
て
い
る
も
の
の
、
企
業
に
対
す
る
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
や
、
共
同
研
究
へ
の

産
業
界
か
ら
の
参
加
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
設
立
に
関
し
て
は
、
当
初
計
画
の
数
値
目
標
と
比
較
し
て
、
や
や
課
題
の
残
る
と

こ
ろ
で
あ
る
。

 

し
か
し
な
が
ら
、

P
T

 K
O

M
A

T
S

U
や

P
T

 Y
ok

og
aw

a
へ
の
技
術
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
や
パ
テ
ン
ト
申
請
等
に
よ
り
、
カ
ウ

ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
産
学
連
携
に
対
す
る
意
欲
の
高
ま
り
が
見
ら
れ
、
今
後
の
進
捗
が
期
待
さ
れ
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト

体
制
に
問
題
は
な

い
か
？

 

(デ
ー
タ
・
情
報

) 

 
実
施
体
制
図

 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
の

意
見

 

 (情
報
源

) 

共
同
研
究
に
関
し
て
、
研
究
室
主
体
の
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
は
実
施
さ
れ
て
い
る
か
？

 

各
共
同
研
究
で
は
、
研
究
室
が
中
心
と
な
っ
て
研
究
企
画
書
を
作
成
し
、
そ
こ
に
研
究
の
目
的
、
各
研
究
メ
ン
バ
ー
の
役
割
、

実
験
プ
ロ
セ
ス
や
必
要
な
機
材
、
実
験
結
果
と
研
究
成
果
、
産
業
界
と
の
連
携
な
ど
を
明
記
し
、
そ
の
企
画
書
に
そ
っ
た
主
体

的
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。

 

各
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
は
、
研
究
室
中
心
教
育
の
た
め
の
体
制
を
確
立
し
て
い
る
か
？
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業
務
実
施
報
告
書

 

 
月
次
報
告

 

 
P

ro
gr

es
s 

R
ep

or
t 

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者

 

「
1
学
生
を

1
指
導
教
官
が
担
当
す
る
」
と
い
う
指
導
体
制
が
十
分
確
立
で
き
て
お
り
、
教
員
の
研
究
活
動
が
学
生
に
も
プ
ラ

ス
の
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
ま
た
、
所
属
す
る
教
員
や
学
生
の
構
成
は
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
毎
に
異
な
っ
て
い

る
も
の
の
、
そ
れ
ぞ
れ
の
構
成
員
に
合
わ
せ
た
体
制
が
確
立
さ
れ
て
い
る
。

 

IT
S
と
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
間
の
学
術
連
携
に
む
け
て
、
「
学
術
連
携
ユ
ニ
ッ
ト
」
の
体
制
は
十
分
か
？

 

IC
T
セ
ン
タ
ー
内
で
の
協
力
体
制
が
十
分
整
っ
て
お
り
、
順
調
に
活
動
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
て
い
る
。

 

産
学
連
携
に
む
け
て
、
「
ビ
ジ
ネ
ス
サ
ー
ビ
ス
ユ
ニ
ッ
ト
」
の
体
制
は
十
分
か
？

 

体
制
は
整
っ
て
い
る
も
の
の
、
産
業
界
へ
の
働
き
か
け
と
い
っ
た
機
能
（
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
把
握
の
た
め
に
企
業
訪
問
す
る

な
ど
）
の
充
実
は
、
今
後
の
課
題
で
あ
る
。

 

定
期
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
は
実
施
で
き
て
い
る
か
？
（
共
同
研
究
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
チ
ー
ム
の
活
動
な
ど
）

 

リ
サ
ー
チ
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
等
の
活
用
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
実
施
で
き
て
い
る
。
た
だ
し
、
活
用
し
た
シ
ー
ト
の
提
出
は

遅
れ
が
ち
で
あ
り
、
ま
た
、

IC
T
セ
ン
タ
ー
の
教
員
は
特
に
権
限
を
持
つ
も
の
で
な
く
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
リ
ー
ダ
ー
に
対
し

直
接
コ
メ
ン
ト
し
に
く
い
な
ど
、
共
同
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
チ
ー
ム
と
し
て
の

IT
S
側
の
関
与
の
弱
さ
が
、
今
後
の
課
題
で
あ
る
。

 

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置
は
適
切
か
？

 

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
は
、

IT
S
の
研
究
能
力
向
上
や
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
大
学
へ
の
貢
献
に
強
い
動
機
を
持
っ
て
お
り
、

個
人
的
収
益
に
関
わ
ら
ず
、
精
力
的
な
活
動
を
行
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
の
リ
ー
ダ
ー
の
多
く
も
、

IT
S
の
能

力
向
上
に
強
い
動
機
を
持
っ
て
活
動
に
取
り
組
ん
で
き
て
い
る
こ
と
か
ら
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置
は
適
切
と
い
え
る
。

 

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
参
加
度
や
認
識
は
高
い
か
？

 

上
述
の
と
お
り
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
参
加
度
や
認
識
は
き
わ
め
て
高
い
。
た
だ
し
世
界
共
通
の
問
題
と
し
て
、
こ
う
し

た
人
材
に
仕
事
が
集
中
す
る
た
め
、
多
忙
を
極
め
、
そ
れ
が
教
育
研
究
活
動
の
阻
害
に
な
ら
な
い
か
案
じ
ら
れ
る
面
も
あ
る
。

 

業
務
実
施
委
託
型
で
の
実
施
に
関
し
て
、
日
本
人
専
門
家
や
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
側
は
ど
の
よ
う
に
評
価
し
て
い
る
か
？
（
長

所
・
短
所
、
制
度
の
改
善
点
等
）

 

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
側
の
評
価
と
し
て
、
次
の
意
見
が
あ
っ
た
。

 

-
 
も
っ
と
早
く
に
日
本
人
専
門
家
の
派
遣
を
計
画
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
う
す
る
こ
と
で
専
門
家
と
の
共
同
活
動
を

も
っ
と
う
ま
く
ア
レ
ン
ジ
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

 

-
 
長
所
：
共
同
研
究
者
に
と
っ
て
、
技
術
協
力
や
、
よ
り
進
ん
だ
研
究
成
果
を
学
べ
る
こ
と
。
そ
の
他
の
研
究
者
や

学
生
に
と
っ
て
、
最
新
の
知
識
や
講
義
が
聴
け
る
こ
と
。

 

-
 
短
所
：
日
本
人
専
門
家
の
専
門
分
野
に
限
り
が
あ
る
。
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日
本
人
専
門
家
の
評
価
と
し
て
、
次
の
意
見
が
あ
っ
た
。

 

-
 
国
立
大
学
法
人
と
し
て
初
め
て
受
託
し
た
事
業
で
、
大
学
内
の
調
整
、
複
数
の
大
学
を
跨
い
で
の
共
同
研
究
の
実

施
の
た
め
の
大
学
間
調
整
、
さ
ら
に

JI
C

A
と
の
調
整
等
に
関
し
、
事
務
組
織
に
お
い
て
相
当
の
戸
惑
い
が
あ
っ

た
。

 

-
 
高
等
教
育
機
関
で
あ
る
大
学
自
体
が
受
託
す
る
こ
と
に
よ
り
、
よ
り
直
接
的
に
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
と
日
本
の
研
究
者

同
士
・
教
育
者
同
士
が
同
一
の
方
向
に
向
か
っ
て
事
業
を
進
め
る
こ
と
が
で
き
る
環
境
が
で
き
、
日
本
側
研
究
者

の
自
主
性
と
具
体
的
な
責
任
の
所
在
の
明
確
化
の
上
で
も
資
す
る
と
こ
ろ
は
大
き
い
。

 

-
 
国
立
大
学
法
人
に
お
け
る
国
際
貢
献
は
、
そ
の
主
要
業
務
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
教
育
研
究
者
と
し

て
の
“
評
価
”
の
面
で
は
、
ほ
と
ん
ど
寄
与
し
な
い
こ
と
も
確
か
で
、
日
本
側
若
手
の
大
学
教
員
の
関
与
は
多
分

に
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
要
素
が
あ
る
こ
と
は
否
め
な
い
。

 

-
 
国
際
協
力
、
特
に
高
等
教
育
分
野
で
の
支
援
に
お
い
て
、
日
本
の
大
学
法
人
の
有
す
る
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
は
極
め
て

大
き
い
と
考
え
る
が
、
そ
れ
を
機
動
的
に
引
き
出
す
た
め
の
“
仕
掛
け
”
に
つ
い
て
も
引
き
続
き
改
善
が
必
要
で

は
な
い
か
と
考
え
る
。

 

    

-116-



 
1

評
価
グ
リ
ッ
ド
（
評
価
5
項
目
）
 

 ●
 
妥
当
性
：
 

評
価
設
問

 
5
項
目
そ

の
他

 
大
項
目

 
小
項
目

 
評
価

 

上
位
目
標
や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
高
等
教

育
政
策
に
合
致
し
て
い
る
か
？

 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
政
府
は
、
国
家
開
発
計
画
や
情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
技
術
政
策
に
お
い
て
、

IC
T
産
業
と
、
そ
れ
に
必
要

な
高
等
人
材
育
成
の
重
要
性
を
強
調
し
て
い
る
。
ま
た
、
国
民
教
育
省
は
、
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
（

E
PI
）
地
域
の

IC
T
技
術

開
発
分
野
に
お
け
る
中
心
的
大
学
機
関
の
ひ
と
つ
と
し
て
、

IT
S
を
位
置
付
け
て
い
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
計
画
の

妥
当
性

 

日
本
の
開
発
援
助
政
策
と
の
整

合
性
は
あ
る
か
？

 

IC
T
分
野
の
人
材
育
成
は
、
日
本
政
府
の
「
対
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
別
援
助
計
画
」
の

3
重
点
分
野
の
う
ち
、
「
民
間
主
導
の
持

続
的
な
成
長
」
の
た
め
の
産
業
人
材
育
成
に
当
た
り
、
政
策
的
な
整
合
性
が
あ
る
。

JI
C

A
の
高
等
教
育
支
援
で
は
、
研
究
室

中
心
教
育
や
産
学
連
携
を
重
視
し
て
お
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
日
本
の
開
発
援
助
政
策
と
の
整
合
性
は
あ
る
と
い
え
る
。

 

対
象
地
域
（
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア

地
域
）
の
選
定
は
適
切
で
あ
っ
た

か
？

 

高
等
教
育
局
の
新
旧
局
長
と
も
、
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
持
続
的
開
発
へ
の

IT
S
の
貢
献
を
強
く
期
待
し
て
い
る
（

JC
C
の

際
の
繰
り
返
し
の
発
言
）
。
現
局
長
か
ら
は
地
方
政
府
へ
の
協
力
に
つ
い
て
も
強
く
要
請
を
受
け
て
お
り
、
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学

が
そ
の
地
域
の
リ
ソ
ー
ス
と
な
る
こ
と
に

IT
S
が
協
力
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
て
い
る
。

 

IC
T
は
社
会
開
発
や
第
一
次
産
業
を
含
む
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
横
断
的
な
基
盤
技
術
で
あ
り
（

IC
T

 f
or

 a
ll
）
、
農
業
や
漁
業
に

携
わ
る
人
々
も

IC
T
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
拡
大
の
裨
益
者
と
な
る
。
遠
隔
地
か
ら
知
的
資
源
へ
の
ア
ク
セ
ス
ツ
ー
ル
と
し
て

も
、
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
の
応
用
効
果
は
大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
。

 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ

の
妥
当
性

 

対
象
地
域
・
対
象
機
関
に
お
け
る

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
支
援
ニ
ー
ズ
は

あ
る
か
？

 

IT
S
や

E
PI
地
域
の
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
、
人
材
育
成
や
研
究
能
力
の
強
化
に
関
す
る
ニ
ー
ズ
は
非
常
に
高
い
。
こ
れ
は
、

IT
S
修
士
コ
ー
ス
へ
の
教
員
の
就
学
や
テ
レ
ビ
会
議
へ
の
積
極
的
な
参
加
な
ど
に
対
す
る
、
同
地
域
の
大
学
の
強
い
意
欲
に
も

見
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

日
本
の
技
術
や
経
験
の

比
較
優
位
性

 

日
本
（
や
熊
本
大
学
）
が
本
案
件

に
協
力
す
る
上
で
の
技
術
や
経

験
は
十
分
で
あ
っ
た
か
？

 

IC
T
分
野
に
お
け
る
日
本
の
高
度
な
技
術
は
国
際
的
に
も
認
め
ら
れ
て
お
り
、
熊
本
大
学
を
は
じ
め
と
し
た
日
本
の
大
学

は
、

IT
S
に
隣
接
す
る

E
E

P
IS
に
対
し
て
長
年
関
わ
り
を
持
っ
て
き
た
。
そ
う
し
た
観
点
に
基
づ
き
、
日
本
、
特
に
熊
本
大
学

は
IT

S
へ
の
協
力
活
動
に
対
し
て
高
い
優
位
性
を
有
し
て
い
る
。

 

妥
当
性

 

「
研
究
室
中
心
教
育
」

の
妥
当
性

 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
高
等
教
育
に

と
っ
て
研
究
室
中
心
教
育
の
導

入
自
体
や
導
入
方
法
は
適
切
で

あ
っ
た
か
？

 

研
究
室
中
心
教
育
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
工
学
系
高
等
教
育
に
対
し
て
妥
当
性
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
多
く
の
パ
イ
ロ
ッ

ト
ラ
ボ
の
リ
ー
ダ
ー
は
、
次
の
よ
う
な
意
見
を
持
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。

 

-
 
研
究
室
中
心
教
育
で
は
、
研
究
者
は
よ
り
活
動
的
に
な
り
、
研
究
室
内
で
多
く
の
時
間
を
使
う
よ
う
に
な
っ
た
。
研
究

室
へ
の
所
属
意
識
や
、
研
究
に
対
す
る
責
任
も
高
ま
っ
た
。

 

-
 
研
究
室
中
心
教
育
は
、
教
員
と
学
生
が
ひ
と
つ
の
グ
ル
ー
プ
と
し
て
、
研
究
計
画
を
作
成
し
、
実
験
を
実
施
し
、
実
験

結
果
を
討
議
し
、
研
究
発
表
を
行
う
と
い
う
、
研
究
環
境
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
う
し
た
環
境
を
通
し
て
、

教
員
や
学
生
の
自
発
性
が
高
ま
り
、
研
究
能
力
も
強
化
さ
れ
る
。

 

実
際
、
多
く
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
が
、
研
究
室
中
心
教
育
を
通
し
て
、
そ
う
し
た
肯
定
的
な
経
験
を
有
し
て
い
る
。
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2 - 2.　評価グリッド（評価5項目）



 
2

●
 有
効
性
：

 

評
価
設
問

 
5
項
目

そ
の
他

 
大
項
目

 
小
項
目

 
評
価

 

達
成
さ
れ
た
成
果
は
何
か
？

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
ま
で

に
す
べ
て
の
成
果
が
達
成
で

き
る
見
込
み
は
あ
る
か
？

 

成
果

1：
研
究
活
動
を
強
化
し
研
究
能
力
が
国
際
水
準
に
な
る

 

研
究
能
力
の
中
核
で
あ
る
本
邦
大
学
と
の
共
同
研
究
実
施
は
順
調
に
進
ん
で
い
る
。
そ
の
結
果
、
国
際
学
会
で
の
成
果
発
表
や
パ

テ
ン
ト
申
請
な
ど
の
成
果
が
出
つ
つ
あ
り
、
ま
た
、

E
PI
地
域
大
学
の
参
画
、
学
内
研
究
交
流
会
議
、
熊
本
大
学
と
の
大
学
間
交
流

協
定
等
、
成
果
の
維
持
、
波
及
の
基
盤
も
形
成
さ
れ
て
い
る
。

 

成
果

2：
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
の
工
学
教
育
が
教
室
ベ
ー
ス
か
ら
研
究
室
（
ラ
ボ
）
ベ
ー
ス
に
変
わ
る
。

 

IT
S
関
係
者
の
研
究
室
中
心
教
育
導
入
に
関
す
る
問
題
意
識
や
意
欲
は
高
く
、
計
画
、
制
度
導
入
、
実
施
、
制
度
化
が
順
調
に
進

ん
で
い
る
。

 

成
果

3：
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
と
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
間
と
の
学
術
連
携
が
確
立
す
る
。

 

東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
教
員
の
国
内
留
学
・
共
同
研
究
へ
の
参
画
、
同
地
域
の
大
学
と
の

e-
L

ea
rn

in
g
促
進
、

IT
S
と

の
学
術
協
定
締
結
な
ど
、
着
実
に
大
学
間
連
携
が
促
進
さ
れ
て
い
る
。

 

成
果

4：
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
と
産
業
界
・
政
府
研
究
機
関
の
協
力
活
動
が
強
化
さ
れ
る
。

 

本
邦
大
学
と
の
共
同
研
究
に
よ
る
研
究
能
力
の
強
化
や
、
研
究
シ
ー
ズ
の
形
成
に
よ
り
、
産
学
連
携
の
基
盤
は
形
成
さ
れ
つ
つ
あ

る
。
ま
た
、
地
方
自
治
体
へ
の
コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
は
活
発
で
あ
る
。
し
か
し
、

E
E

P
IS
と
協
同
の
キ
ャ
リ
ブ
レ
ー
シ

ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
や
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
設
立
は
、
ま
だ
実
現
で
き
て
い
な
い
。
ま
た
、
学
生
の
た
め
の
ニ
ー
ズ
調
査
と
い
っ
た
様
々

な
活
動
も
、
今
後
必
要
で
あ
る
。

 

IT
S
に
お
け
る
研
究
室
中
心

教
育
の
制
度
化
は
ど
の
程
度

確
立
し
た
か
？

 

第
1
年
次
に
作
成
さ
れ
た
計
画
書
の
基
本
方
針
に
従
い
、
第

1・
2
バ
ッ
チ
、
さ
ら
に
プ
レ
第

3
バ
ッ
チ
を
実
施
し
た
結
果
、
そ

の
計
画
書
の
有
効
性
が
実
証
さ
れ
た
。
そ
の
計
画
書
に
基
づ
き
、
研
究
室
中
心
教
育
に
む
け
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
作
成
さ
れ
、

IT
S

全
学
的
に
取
り
組
む
計
画
（
学
長
や
学
術
担
当
副
学
長
に
よ
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
企
画
）
が
出
さ
れ
て
い
る
。

 

有
効
性

 

成
果
の
達
成
状
況
は

ど
う
か
？

 

大
学
間
交
流
協
定
な
ど
学
術

連
携
の
制
度
化
は
ど
の
程
度

確
立
し
た
か
？

 

大
学
間
学
術
連
携
の
確
立
に
む
け
て
、
様
々
な
活
動
が
実
施
さ
れ
た
。
具
体
的
な
活
動
の
例
と
し
て
、
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
代
表

者
か
ら
、
次
の
よ
う
な
取
り
組
み
が
紹
介
さ
れ
た
。

 

-
 
政
府
か
ら
の
奨
学
金
も
、

IT
S
で
修
士
・
博
士
課
程
で
就
学
を
希
望
し
て
い
る

E
P

I
大
学
の
教
員
の
支
援
に
有
益
で
あ
る
。

 

-
 
高
等
教
育
総
局
の
も
と
、
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
の
大
学
と

IT
S
間
で
調
査
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
持
っ
て
い
る
。

 

‐
 
特
に
、

U
N

S
R

A
T
、

U
N

R
A

M
、

U
N

C
E

N
、
ジ
ャ
ヤ
プ
ラ
科
学
技
術
大
学
（

U
ni

ve
rs

it
as

 S
ai

ns
 d

an
 T

ek
no

lo
gi

 J
ay

ap
ur

a:
  

U
S

T
J）
の
学
術
連
携
が
確
立
で
き
て
き
た
。
こ
れ
ま
で
研
究
、
教
員
研
修
、
ビ
デ
オ
会
議
な
ど
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

 

-
 
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
に
お
け
る
セ
ミ
ナ
ー
や
研
究
計
画
書
の
準
備
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
善
に
対
す
る
支
援
を
行
っ
て
い
る
。
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3

IT
S
と

E
PI
の
大
学
教
員
間
の

日
常
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ

ョ
ン
は
ど
の
程
度
増
加
し
た

か
？

 

IT
S
を
拠
点
と
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
増
加
し
て
お
り
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
教
育
研
究
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（

IN
H

E
R

E
N

T
）
を

利
用
し
た
テ
レ
ビ
会
議
や

e-
Se

m
in

ar
な
ど
が
頻
繁
に
実
施
さ
れ
て
い
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
ま
で

に
す
べ
て
の
指
標
・
目
標
値

が
達
成
で
き
る
見
込
み
は
あ

る
か
？

 

IT
S
の
研
究
能
力
は
、
本
邦
大
学
と
の
共
同
研
究
や
研
修
を
通
じ
て
そ
の
向
上
が
見
ら
れ
、
ま
た
、
教
育
能
力
に
関
し
て
も
、
研

究
室
中
心
教
育
が
順
調
に
導
入
さ
れ
て
お
り
、
実
践
的
な
能
力
を
有
す
る
人
材
の
育
成
が
期
待
さ
れ
る
。

 

E
PI
地
域
の
大
学
と
の
連
携
に
つ
い
て
も
、
国
内
留
学
、
共
同
研
究
へ
の
参
加
、

e-
L

ea
rn

in
g
な
ど
を
通
し
て
、
順
調
に
強
化
さ
れ

て
お
り
、
こ
れ
を
通
じ
て
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
研
究
・
教
育
能
力
の
強
化
が
期
待
さ
れ
る
。

 

修
士
課
程
の
修
了
生
で
産
業
セ
ク
タ
ー
に
就
職
す
る
も
の
は
少
な
く
、
次
の
よ
う
な
背
景
が
そ
の
要
因
と
い
え
る
。

 

-
 
工
学
系
の
修
士
課
程
修
了
生
に
対
す
る
産
業
界
か
ら
の
需
要
は
多
く
な
い
。

 

-
 

IT
S
大
学
院
生
の

80
％
が

E
PI
地
域
の
大
学
教
員
で
あ
り
、
修
了
後
は
自
大
学
に
戻
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

IT
S
と
産
業
界
と
の
連
携
強
化
に
つ
い
て
は
、
現
時
点
で
必
ず
し
も
活
発
と
は
い
え
な
い
も
の
の
、
共
同
研
究
に
よ
り
、
徐
々
に

で
は
あ
る
が
シ
ー
ズ
形
成
が
実
現
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
シ
ー
ズ
に
関
す
る
情
報
提
供
（
オ
ー
プ
ン
キ
ャ
ン
パ
ス
、

W
eb
サ
イ
ト
、
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
、
個
別
企
業
訪
問
）
の
努
力
も
な
さ
れ
て
お
り
、
産
学
連
携
に
む
け
た
基
盤
形
成
の
段
階
に
あ
る
と
い
え
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

の
達
成
状
況
は
ど
う

か
？

 

東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域
に

立
地
す
る
産
業
界
、
大
学
、

政
府
研
究
機
関
へ
の
人
材
供

給
は
ど
の
程
度
実
現
で
き
て

い
る
の
か
？

 

日
本
の
大
学
と
の
共
同
研
究
を
通
し
て
、

IT
S
の
研
究
能
力
は
向
上
し
、
研
究
室
中
心
教
育
に
基
づ
い
て
、
教
育
能
力
も
向
上
し

た
。

E
PI
地
域
の
大
学
と
の
学
術
連
携
は
、

IT
S
で
の
修
学
や
共
同
研
究
、

e-
L

ea
rn

in
g
な
ど
を
通
し
て
順
調
に
構
築
さ
れ
て
い
る
。

E
PI
地
域
の
産
業
界
へ
の
人
材
供
給
に
関
し
て
は
、

IT
S
大
学
院
生
の

80
％
が
同
地
域
の
大
学
教
員
で
あ
る
た
め
、
直
接
的
な
人
材

供
給
に
は
限
度
が
あ
る
も
の
の
、
教
員
の
能
力
向
上
に
基
づ
く
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
人
材
供
給
能
力
向
上
と
い
う
、
間
接
的
貢
献
は

期
待
で
き
る
。
産
学
連
携
の
促
進
は
ま
だ
十
分
で
は
な
い
も
の
の
、
共
同
研
究
を
通
し
て
シ
ー
ズ
が
徐
々
に
形
成
さ
れ
、
そ
の
シ
ー

ズ
に
関
す
る
情
報
提
供
の
努
力
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
産
学
連
携
の
基
盤
構
築
の
段
階
と
い
え
る
。

 

成
果
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

を
達
成
す
る
た
め
に
十
分

か
？
（
人
材
供
給
に
ど
の
よ

う
に
貢
献
す
る
の
か
？
）

 

各
成
果
は
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標
達
成
に
貢

献
し
て
い
る
か
？

 

成
果
以
外
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

目
標
の
達
成
状
況
に
影
響
を

与
え
る
要
因
（
貢
献
・
阻
害
）

は
な
い
か
？

 

い
く
つ
か
の
進
展
は
認
め
ら
れ
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
と
し
て
、
教
育
能
力
が
向
上
し
た

IT
S
で
国
民
教
育
省
の
奨
学
金
を

利
用
し
た
多
く
の
学
生
が
修
士
・
博
士
課
程
で
修
学
し
て
お
り
、
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
人
材
育
成
に
関
し
て
は
、
非
常
に
高
い
イ
ン

パ
ク
ト
が
あ
る
。
産
業
界
と
の
関
係
で
は
、

IC
T
が
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
技
術
で
あ
る
た
め
、

IC
T
人
材
は
ど
の
分
野
に
も
貢
献
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

 

一
方
、
付
加
価
値
製
品
開
発
の
た
め
の
投
資
に
対
す
る
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
企
業
の
ニ
ー
ズ
は
、
研
究
開
発
の
た
め
の
人
材
を
雇
用
す

る
ほ
ど
高
い
も
の
で
は
な
く
、
長
期
的
に
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
確
実
に
産
業
発
展
に
貢
献
す
る
。
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4

本
邦
研
修
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

目
標
達
成
の
上
で
ど
の
よ
う

に
役
に
立
っ
て
い
る
か
？

（
研
修
の
学
び
の
成
果
は
ど

の
よ
う
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
さ
れ
て
い

る
か
？
）

 

リ
ー
ダ
ー
研
修
（

1
回
目
の

2
週
間
）
で
は
、
日
本
の
大
学
で
の
研
究
活
動
を
実
感
し
、
院
生
指
導
ノ
ウ
ハ
ウ
を
得
る
こ
と
が
パ

イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
の
活
動
に
活
か
さ
れ
て
い
る
。
最
も
大
き
い
効
果
は
、

2
週
間

L
ab

-L
ab

-L
in

k
の
パ
ー
ト
ナ
ー
ラ
ボ
で
活
動
を
と
も

に
す
る
こ
と
で
、
そ
の
後
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
や
協
力
拡
大
の
ア
イ
デ
ア
が
膨
ら
む
こ
と
に
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

 

中
堅
研
修
（

2
回
目
の

6
週
間
）
で
は
、
論
文
執
筆
や
実
験
で
の
研
究
進
捗
が
見
ら
れ
た
。
ま
た
、
こ
の
表
面
的
な
成
果
と
は
別

に
、
今
ま
で
に
研
究
室
中
心
教
育
を
経
験
し
た
こ
と
の
な
い
中
堅
が
、
本
邦
研
修
で
研
究
室
と
し
て
の
教
育
研
究
活
動
、
さ
ら
に
日

常
生
活
を
含
め
た
組
織
的
な
運
営
を
実
体
験
と
し
て
経
験
す
る
こ
と
は
、
自
ら
が
そ
の
よ
う
な
環
境
で
教
育
研
究
活
動
を
し
て
き
た

リ
ー
ダ
ー
た
ち
と
共
通
の
認
識
を
も
っ
て
研
究
室
の
運
営
に
あ
た
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
。
こ
の
こ
と
は
、
今
後
の
継
続
性
と
い
う

点
か
ら
み
た
大
き
な
成
果
と
し
て
、
近
い
将
来
結
実
す
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。
（
お
そ
ら
く
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
流
、
ス
ラ
バ
ヤ
工

科
大
学
流
の
研
究
室
中
心
教
育
へ
と
昇
華
す
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
）

 

当
初
想
定
さ
れ
た
外
部
条
件

は
満
た
さ
れ
る
可
能
性
が
高

い
か
？

 

学
内
体
制
は
変
わ
っ
た
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
姿
勢
は
変
わ
っ
て
い
な
い
。
高
等
教
育
局
の
奨
学
金
や
研
究
資
金
、
お
よ

び
IT

S
が

E
PI
の
大
学
に
協
力
す
る
た
め
の
費
用
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
に
む
し
ろ
拡
大
さ
れ
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
と
く

に
大
学
間
連
携
を
東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
持
続
的
開
発
の
テ
コ
と
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
政
府
か
ら
の
イ
ン
プ
ッ
ト
が
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

 

  ●
 効
率
性
：

 

評
価
設
問

 
5
項
目

そ
の
他

 
大
項
目

 
小
項
目

 
評
価

 

効
率
性

 

成
果
の
達
成
状
況
は
投

入
に
見
合
う
も
の
で
あ

っ
た
か
？

 

投
入
は
活
動
に
活
か
さ

れ
て
い
る
か
？

 

共
同
研
究
費
は
す
べ
て
大
小
の
研
究
機
材
（
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
含
む
）
と
し
て
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
に
設
置
、
活
用
さ
れ
て
い
る
。
共
用
機

材
と
し
て
購
入
し
た

D
C

S
の
全
学
共
用
そ
の
他
供
与
機
材
も
、
十
分
活
用
さ
れ
て
い
る
。

 

ま
た
、

T
V
会
議
を
含
め
た
各
種
セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催
支
援
は
、
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
内
の
活
動
の
み
な
ら
ず
、

E
PI
地
域
の
大
学
へ

の
活
動
の
周
知
と
、
４
つ
の
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
と
の
連
携
を
促
進
す
る
た
め
に
、
効
果
的
に
活
用
さ
れ
て
い
る
。

 

国
内
旅
費
は
、
ジ
ャ
カ
ル
タ
で
の
会
合
・
企
業
訪
問
お
よ
び

E
P

I
の
大
学
と
の

M
O

U
締
結
支
援
等
の
た
め
に
利
用
さ
れ
た
。

 

カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
側
の
投
入
も
教
員
の
派
遣
、
大
学
院
奨
学
金
（

B
P

P
S
）
等
に
支
出
さ
れ
て
い
る
。
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5

投
入
に
よ
っ
て
実
施
さ

れ
た
活
動
は
、
成
果
の

達
成
に
貢
献
し
た
か
？

投
入
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
た
活
動
を
通
し
て
、
様
々
な
成
果
が
達
成
さ
れ
た
と
い
え
る
。
そ
の
代
表
例
は
、
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

 

-
 
本
邦
大
学
と
の
共
同
研
究
実
施
に
係
る
経
費
・
技
術
支
援
は
、

IT
S
の
研
究
能
力
の
向
上
に
大
き
く
貢
献
し
て
い
る
。
第

1
バ
ッ

チ
か
ら
国
際
学
会
報
告

5
件
、
国
際
ジ
ャ
ー
ナ
ル
（
イ
ン
ド
）
で
の
受
理

1
件
、
国
際
ジ
ャ
ー
ナ
ル
投
稿
中

1
件
、
パ
テ
ン
ト

申
請
済

3
件
等
の
成
果
は
、
投
入
に
見
合
う
以
上
の
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

-
 
学
会
へ
の
投
稿
は
、
投
稿
料
補
助
な
ら
び
に
ア
ク
セ
プ
ト
さ
れ
た
と
き
の
出
張
旅
費
の
投
入
に
よ
り
促
さ
れ
て
い
る
の
み
で
な

く
、
日
本
で
報
告
し
た
こ
と
に
よ
る
ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
な
経
験
や
業
績
が
ふ
え
る
こ
と
の
快
体
験
が
も
た
ら
す
研
究
動
機
の
高
ま

り
、
研
究
す
る
文
化
へ
の
近
づ
き
に
効
果
が
大
き
い
。

 

-
 
日
本
人
専
門
家
の
国
内
出
張
に
よ
る
大
学
間
連
携
の
促
進
は
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
自
費
に
よ
る

IT
S
か
ら
の
教
員
派
遣
と

相
乗
的
な
効
果
を
あ
げ
、
共
同
研
究
に
い
た
る
人
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
作
っ
て
お
り
、
成
果
達
成
に
十
分
見
合
う
。

 

-
 
研
修
は
共
同
研
究
の
推
進
と

L
ab

-L
ab

 L
in

k
の
強
化
お
よ
び
研
究
室
中
心
教
育
実
体
験
に
多
大
な
効
果
が
あ
っ
た
。

 

さ
ら
に
、
こ
の
よ
う
な
活
動
を
通
じ
、
研
究
活
動
に
よ
る
成
果
が
次
の
研
究
活
動
を
展
開
す
る
た
め
の
競
争
的
資
金
確
保
を
実
現
す
る

こ
と
や
、
企
業
と
の
共
同
研
究
を
行
う
た
め
の
基
盤
と
な
る
こ
と
に
つ
い
て
の
理
解
が
進
ん
だ
こ
と
か
ら
も
、
そ
の
効
果
は
直
接
的
な

も
の
に
と
ど
ま
ら
ず
、
間
接
的
な
波
及
効
果
と
し
て
も
現
れ
て
い
る
と
い
え
る
。

 

専
門
家
派
遣

 
契
約
期
間
外
（

3
月
～

4
月
）
に
専
門
家
派
遣
で
き
な
い
た
め
に
活
動
が
調
整
さ
れ
た
面
は
あ
る
。

 

ま
た
、
契
約
期
間
外
が
バ
ッ
チ
期
間
と
重
複
す
る
こ
と
と
、
実
際
の
共
同
研
究
は
推
進
し
て
い
る
こ
と
と
の
不
整
合
に
つ
い
て
は
、
ス

ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
か
ら
の
配
慮
が
あ
っ
た
。

 

供
与
機
材

 
適
切
で
あ
っ
た
が
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
国
内
の
調
達
（
場
合
に
よ
っ
て
は
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
か
ら
業
者
が
調
達
）
に
多
大
な
時
間
の
か
か
る

場
合
が
あ
っ
た
。

 

研
修
員
受
け
入
れ

 
2
週
間
（
リ
ー
ダ
ー
格
）
と

6
週
間
（
中
堅
）
に
わ
け
た
実
施
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
目
標
達
成
と
そ
の
後
の
共
同
研
究
期
間
中
へ
の
反
映

の
点
か
ら
適
切
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

受
託
契
約
に
お
け
る

20
06
年
度
と

20
07
年
度
で
研
修
実
施
の
方
法
が
変
化
し
、
そ
の
こ
と
へ
の
対
応
が
、
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
側
で

の
受
け
入
れ
期
間
調
整
等
に
お
い
て
、
一
定
の
負
担
を
か
け
た
面
が
あ
っ
た
。

 

活
動
を
実
施
す
る
た
め

に
過
不
足
の
な
い
量
・

質
の
投
入
が
適
切
な
タ

イ
ミ
ン
グ
で
実
施
さ
れ

た
か
？

 

共
同
研
究

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
の
自
立
的
な
共
同
研
究
継
続
を
重
視
す
る
点
か
ら
、
適
切
な
タ
イ
ミ
ン
グ
で
投
入
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
効
率

性
を
促
進
・
阻
害
し
た

要
素
は
あ
る
か
？

 

 
促
進
し
た
要
因
と
し
て
、
ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
の
主
要
メ
ン
バ
ー
の
意
識
の
高
さ
と
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
継
続
的
な
注
力
に
あ

る
。
大
学
執
行
部
お
よ
び
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
を
中
心
と
す
る
メ
ン
バ
ー
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
熱
意
が
、
効
率
性
の
維

持
に
大
き
く
寄
与
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、

20
06
年
に
供
用
が
開
始
さ
れ
た
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
教
育
研
究
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（

IN
H

E
R

E
N

T
）
は
、

ス
ラ
バ
ヤ
工
科
大
学
と
本
邦
、
大
学
、
さ
ら
に
４
つ
の
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
と
の
連
携
を
持
続
的
な
も
の
に
す
る
上
で
、
（
計
画
さ
れ
た
戦

略
的
研
究
資
金
支
援
の
活
用
の
点
か
ら
も
）
そ
の
効
率
・
実
効
性
を
高
め
る
こ
と
に
大
き
く
寄
与
し
て
い
る
。
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●
イ
ン
パ
ク
ト
：

 

評
価
設
問

 
5
項
目
そ
の

他
 

大
項
目

 
小
項
目

 
評
価

 

イ
ン
パ
ク
ト

 

研
究
室
中
心
教
育
の
導
入
で
、

ど
の
よ
う
な
イ
ン
パ
ク
ト
が
発

現
し
た
か
？

 

研
究
室
中
心
教
育
の
導
入

を
、

IT
S
や
パ
ー
ト
ナ
ー
大

学
の
教
員
が
ど
う
評
価
す

る
か
？

 

IT
S
や

E
PI
地
域
の
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
教
員
は
、
研
究
室
活
動
や
特
許
申
請
、
効
率
的
な
学
習
を
促
進
す
る
こ
と
の

で
き
る
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
、
研
究
室
中
心
教
育
を
評
価
し
て
い
た
。
一
方
で
、
そ
の
導
入
の
難
し
さ
も
感
じ
て
い
た
。

以
下
に
、
代
表
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
か
ら
の
意
見
を
示
す
。

 

【
評
価

W
S
参
加
者
の
コ
メ
ン
ト
】

 

-
 
学
生
の
修
学
年
数
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
前
の

4-
6
セ
メ
ス
タ
ー
か
ら
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
後
に
は

4
セ
メ

ス
タ
ー
と
短
縮
さ
れ
た
。

 

-
 
よ
り
進
歩
的
な
研
究
室
活
動
（
国
際
セ
ミ
ナ
ー
や
国
内
セ
ミ
ナ
ー
で
の
発
表
）
で
あ
る
。

 

-
 
パ
テ
ン
ト
数
や
国
際
セ
ミ
ナ
ー
で
の
発
表
が
増
加
し
た
。

 

【
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
リ
ー
ダ
ー
の
コ
メ
ン
ト
】

 

-
 
困
難
さ
：
国
内
留
学
の
大
学
教
員
は
、
研
究
に
長
時
間
か
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。（
※
国
民
教
育
省
の
規
則
で
、

学
部
生
を
教
え
る
教
員
は
、
修
士
の
学
位
を
保
持
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
修
士
課
程
入
学
者
の
多
く
が
現
職

大
学
教
員
と
な
っ
て
い
る
。
約
半
分
の
大
学
の
み
学
業
専
念
を
許
可
。
）

 

-
 
長
所
：
学
生
に
よ
る
研
究
の
質
が
高
く
な
っ
た
。

 

-
 
日
本
と
欧
米
（

U
K
）
の
研
究
室
中
心
教
育
の
方
法
は
、

90
％
は
同
じ
（
学
士
レ
ベ
ル
が
参
加
し
な
い
こ
と
が
主

要
な
違
い
）
。
日
本
の
研
究
室
の
方
が
、
よ
り
学
生
の
人
間
関
係
が
濃
い
よ
う
に
思
う
。

 

【
IT

S
で
国
内
留
学
中
の
大
学
教
員
の
コ
メ
ン
ト
】

 

-
 
問
題
解
決
や
研
究
計
画
は
個
別
に
で
き
る
が
、
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
や
研
究
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は
研
究
室
中
心
教
育
で

し
か
習
得
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

 

-
 
自
分
の
考
え
を
調
べ
、
研
究
す
る
こ
と
に
対
す
る
自
信
が
つ
い
た
。

 

-
 
研
究
室
中
心
教
育
を
実
施
す
る
こ
と
で
、
考
え
が
広
が
っ
た
。
多
く
の
こ
と
が
研
究
課
題
に
な
り
得
る
こ
と
、

研
究
時
間
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
、
解
決
策
の
見
つ
け
方
な
ど
に
気
づ
く
こ
と
が
で
き
た
。
自
信
も
つ
い
た
。

 

-
 
研
究
室
中
心
教
育
は
良
い
教
育
シ
ス
テ
ム
。
学
生
を
早
く
成
長
さ
せ
、
彼
ら
の
思
考
を
変
化
さ
せ
る
。
理
論
を

実
践
で
き
る
。
自
分
の
大
学
に
戻
っ
た
ら
研
究
室
中
心
教
育
を
実
践
し
た
い
。

 

-
 
す
べ
て
の
学
生
の
活
動
は
研
究
室
内
で
実
施
さ
れ
、
自
学
、
討
論
、
発
表
な
ど
を
含
む
良
い
教
育
シ
ス
テ
ム
。

制
約
要
因
と
し
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
へ
の
ア
ク
セ
ス
、
機
材
の
不
足
が
あ
る
。
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研
究
室
中
心
教
育
の
導
入

を
、

IT
S
や
パ
ー
ト
ナ
ー
大

学
の
学
生
が
ど
う
評
価
す

る
か
？

 

IT
S
の
大
学
院
生
は
、
研
究
室
中
心
教
育
の
導
入
時
に
は
困
難
を
感
じ
る
も
の
の
、
よ
り
実
践
的
で
、
研
究
室
内
の
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
促
す
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
肯
定
的
に
評
価
し
て
い
た
。
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
の
学
生
の
代
表
的
な

意
見
は
、
次
の
通
り
で
あ
る
。

 

-
 
教
室
中
心
教
育
は
理
論
的
で
、
よ
り
実
践
的
。

 

-
 
研
究
活
動
に
つ
い
て
、
教
員
や
学
生
と
議
論
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

-
 
良
い
ア
プ
ロ
ー
チ
だ
が
、
施
設
・
設
備
が
十
分
で
は
な
い
。

 

-
 
知
識
に
関
し
て
学
生
間
に
大
き
な
ギ
ャ
ッ
プ
が
あ
る
。

 

-
 
読
書
に
集
中
で
き
る
か
ら
時
に
は
一
人
に
な
り
た
い
。

 

IC
T
分
野
の
高
度
技
術
を

有
す
る
人
材
供
給
能
力
が

拡
大
し
た
か
？

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
ま
だ

2
年
を
経
過
し
た
ば
か
り
で
、

IT
S
の
人
材
供
給
能
力
へ
の
貢
献
度
の
評
価
は
難
し
い
と
こ
ろ

が
あ
る
。
な
お
、
産
業
界
か
ら
の

IT
S
出
身
者
へ
の
主
な
評
価
は
、
概
ね
好
意
的
で
あ
っ
た
。
具
体
的
な
コ
メ
ン
ト
は

以
下
の
通
り
で
あ
っ
た
。

 

【
産
業
界
か
ら
の
コ
メ
ン
ト
】

 

-
 

IT
S
出
身
の
従
業
員
は
多
く
、
い
い
資
質
を
持
っ
て
い
る
。
ポ
リ
テ
ク
ニ
ッ
ク
出
身
の
従
業
員
と
比
較
す
る
と
、
大

学
出
身
者
は
、
実
践
的
技
能
は
劣
る
も
の
の
、
分
析
能
力
に
は
優
れ
て
い
る
。

 

-
 

IT
S
出
身
の
従
業
員
は
技
術
的
に
優
れ
て
い
な
が
ら
、
ま
じ
め
で
素
直
な
特
徴
が
あ
る
。

 

IC
T
分
野
の
研
究
能
力
が
向
上

す
る
こ
と
で
、
ど
の
よ
う
な
イ

ン
パ
ク
ト
が
発
現
し
た
か
？

 

 

東
部
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
地
域

の
産
業
育
成
・
経
済
発
展

に
貢
献
で
き
た
か
？

 

こ
の
点
に
関
し
て
も
、
評
価
は
時
期
尚
早
で
あ
る
。
た
だ
し
、

IT
S
教
員
の
中
に
は
、
次
の
よ
う
な
意
見
を
持
つ
も
の

も
い
た
。

 

-
 

IC
T
分
野
で
は
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
と

IT
S
の
研
究
内
容
に
違
い
が
あ
り
、
大
き
な
貢
献
は
で
き
て
い
な
い
。

 

-
 
産
業
界
と
の
組
織
的
な
コ
ン
タ
ク
ト
は
限
定
的
。

 

-
 
低
技
術
製
品
で
あ
れ
ば
、
産
業
界
と
の
つ
な
が
り
も
あ
る
。

 

共
同
研
究
に
参
加
す
る
こ
と

で
、
学
生
は
ど
の
よ
う
な
能
力

を
習
得
し
た
か
？

 

問
題
設
定
、
問
題
解
決
、

研
究
計
画
、
研
究
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
、
チ
ー
ム
ワ
ー
ク

 

共
同
研
究
に
参
加
し
た
学
生
が
習
得
し
た
能
力
に
関
し
て
、
様
々
な
意
見
が
あ
っ
た
。
関
係
者
か
ら
出
さ
れ
た
代
表

的
な
意
見
と
し
て
、
次
の
も
の
が
あ
っ
た
。

 

【
パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
ボ
リ
ー
ダ
ー
の
コ
メ
ン
ト
】

 

-
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
前
後
の
比
較
を
通
し
て
、
一
部
の
学
生
は
研
究
手
法
に
関
す
る
向
上
が
見
ら
れ
る
。

 

【
IT

S
で
修
学
す
る
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
教
員
の
コ
メ
ン
ト
】

 

-
 
活
動
を
達
成
す
る
た
め
の
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
が
築
け
る

 

-
 

IT
S
の
教
員
か
ら
多
く
の
こ
と
を
学
べ
る

 

-
 

IC
T
分
野
の
知
識
を
豊
か
に
で
き
る

 

-
 

IT
S
と
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
教
員
間
で
知
識
・
技
術
の
伝
達
が
可
能
と
な
る
。

 

-
 
問
題
点
と
し
て
は
、
共
同
研
究
の
た
め
の
技
術
レ
ベ
ル
に
達
す
る
十
分
な
時
間
が
な
い
、

IC
T
知
識
の
ギ
ャ
ッ
プ

を
解
消
す
る
の
に
時
間
が
か
か
る
。
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波
及
効
果
は
あ
っ
た
か
？

 
想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た

正
の
波
及
効
果
は
あ
っ
た

か
？

 

想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た

負
の
波
及
効
果
は
あ
っ
た

か
？

 

想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
正
の
波
及
効
果
は
、
以
下
の
通
り
で
あ
る
。

 

-
 

JI
C

A
長
期
研
修
生
の
採
用
（
第

1
バ
ッ
チ
研
究
グ
ル
ー
プ
か
ら

2
名
）

 

-
 

IT
S－
熊
本
大
学
工
学
部
の
学
術
交
流
協
定
が
、
大
学
間
協
定
へ
昇
格

 

-
 

4
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
と

IT
S
に
よ
る
、
地
方
政
府
・
地
域
住
民
に
貢
献
す
る
共
同
研
究
に
対
す
る
国
民
教
育
省
研

究
資
金
（

3
年
間
）

 

-
 
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
が
主
体
と
な
っ
て
研
究
を
お
こ
な
い
、
こ
れ
を

IT
S
が
支
援
す
る
、
ま
た

L
ab

-L
ab

 L
in

k
に
よ

る
日
本
の
大
学
か
ら
の
ア
ド
バ
イ
ス
も
受
け
る
、
と
い
う
ス
キ
ー
ム
が
、
高
等
教
育
総
局
に
よ
っ
て
積
極
的
に
打

ち
出
さ
れ
た
こ
と

 

一
方
、
想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
負
の
波
及
効
果
は
、
特
に
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
。

 

IT
S
の
位
置
づ
け
、
研
究
室
中

心
の
教
育
方
法
、
産
学
連
携
方

法
な
ど
に
つ
い
て
、
国
民
教
育

省
の
政
策
・
制
度
へ
の
影
響
が

想
定
さ
れ
る
か
？

 

 
国
民
教
育
省
の
政
策
・
制
度
に
対
す
る
影
響
は
、
今
の
と
こ
ろ
認
め
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
高
等
教
育
総
局
の
関
係

者
の
中
に
は
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
や

IT
S
へ
の
期
待
と
し
て
下
記
の
よ
う
な
趣
旨
の
発
言
が
あ
っ
た
。

 

-
 
（

E
PI
地
域
に
お
け
る

IT
S
の
位
置
づ
け
と
し
て
）
科
学
技
術
に
焦
点
を
置
い
た
大
学
機
関
の
ひ
と
つ
で
あ
り
、

E
PI
地
域
の
発
展
に
関
す
る
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
よ
っ
て
支
援
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

-
 
（
研
究
室
中
心
教
育
に
つ
い
て
）
将
来
的
に
、

IT
S
は
「
ラ
ボ
ラ
ト
リ
ー
セ
ン
タ
ー
」
に
な
る
べ
き
だ

 

-
 
（
産
学
連
携
の
実
現
に
関
し
て
）

IT
S
が
産
学
連
携
の
手
本
と
な
る
べ
き
だ
。

 

-
 
（
遠
隔
教
育
に
関
し
て
）

IC
T
の
利
用
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
教
育
改
善
の
基
盤
と
な
る
。

 

研
究
室
中
心
教
育
が

IT
S
や
パ

ー
ト
ナ
ー
大
学
で
の
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
関
係
学
科
以
外
の
学
科
に

波
及
し
て
い
る
か
／
す
る
見
込

み
が
あ
る
か
？

 

 
IT

S
で
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
開
発
し
た
研
究
室
中
心
教
育
の
導
入
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基
づ
い
て
、
全
学
的

に
研
究
室
中
心
教
育
の
導
入
が
計
画
さ
れ
て
い
る
。

 

上
位
目
標
の
達
成
を
阻
害
す
る

要
因
は
あ
る
か
？

 

 
大
学
法
人
化
な
ど
に
よ
り
高
等
教
育
予
算
が
削
減
さ
れ
る
こ
と
が
あ
れ
ば
、
阻
害
要
因
と
な
り
う
る
。
大
学
の
人
件

費
と
最
低
限
の
教
育
・
研
究
費
の
確
保
が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
か
ら
上
位

目
標
に
致
る
ま
で
に
外
部
条
件

（
IT

S
が

IC
T
分
野
の
中
心
的

立
場
を
担
当
す
る
と
い
う

M
O

N
E
の
政
策
）
が
現
時
点
で

も
正
し
い
か
？
維
持
さ
れ
る
見

込
み
か
？

 

 
国
民
教
育
省
（
特
に
高
等
教
育
総
局
）
の
考
え
方
は
維
持
さ
れ
て
お
り
、
む
し
ろ
強
ま
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
，

IN
H

E
R

E
T
等

IC
T
技
術
を
活
用
し
た
遠
隔
教
育
お
よ
び

e-
L

ea
rn

in
g
に
つ
い
て
の
会
議
（

IS
O

D
E

L
）
が
国
民
教
育
省

主
導
で
開
催
さ
れ
、

 I
T

S
が
同
会
議
に
お
い
て
中
心
的
役
割
を
担
っ
た
こ
と
か
ら
も
裏
付
け
ら
れ
る
。

 

た
だ
し
、
実
際
に
奨
学
金
や
研
究
資
金
を
手
当
て
す
る
プ
ロ
セ
ス
が
予
定
通
り
動
か
な
い
、
と
い
う
問
題
は
あ
る
。
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●
 自
立
発
展
性
：

 

評
価
設
問

 
5
項
目
そ
の
他

 
大
項
目

 
小
項
目

 
評
価

 

IT
S
は
共
同
研
究
を
継
続
す
る
意

思
が
あ
る
か
？
ま
た
、
実
際
に
可

能
と
考
え
て
い
る
の
か
？

 

以
下
の
理
由
か
ら
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
の

IT
S
に
よ
る
共
同
研
究
の
継
続
は
可
能
と
い
え
る
。

 

1)
 I

T
S
の
意
識
や
意
欲
は
非
常
に
高
く
、
今
後
も
共
同
研
究
を
継
続
し
た
い
と
い
う
意
思
が
見
ら
れ
た
。

 

2)
 I

T
S
と
熊
本
大
学
間
で
学
術
交
流
協
定
が
結
ば
れ
、

IT
S
の
共
同
研
究
の
継
続
を
支
援
す
る
体
制
も
あ
る
。

 

自
立
発
展
性

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
も
共

同
研
究
を
継
続
で
き
る

か
？

 

パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
は
共
同
研
究

を
継
続
す
る
意
思
が
あ
る
か
？

ま
た
、
実
際
に
可
能
と
考
え
て
い

る
の
か
？

 

4
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
の
代
表
者
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
の
共
同
研
究
継
続
の
意
思
や
可
能
性
に
関
し
て
、
前
向
き
な

意
見
を
示
し
た
。

4
人
の
代
表
者
は
す
べ
て
、
共
同
研
究
を
継
続
す
る
意
思
が
あ
る
こ
と
を
表
明
し
た
。

 

代
表
的
な
意
見
は
次
の
通
り
。

 

-
 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
海
外
の
大
学
と
の
共
同
研
究
に
関
す
る
初
め
て
の
経
験
で
あ
る
。
共
同
研
究
は
、
研

究
能
力
や
教
育
能
力
の
向
上
、
さ
ら
に
は
学
術
的
雰
囲
気
の
醸
成
に
も
貢
献
で
き
る
。

 

-
 
共
同
研
究
は
、
教
員
の
能
力
向
上
、
研
究
の
質
を
は
じ
め
、
英
語
能
力
の
向
上
に
も
貢
献
で
き
る
。

 

-
 

IT
S
を
卒
業
し
た
教
員
は
、
他
の
教
員
へ
の
い
い
影
響
を
も
た
ら
し
て
く
れ
る
。

 

-
 
教
員
の
能
力
向
上
を
期
待
す
る
。

 

代
表
者
の
何
人
か
は
、
共
同
研
究
の
継
続
の
困
難
さ
に
つ
い
て
言
及
し
た
。
そ
の
意
見
は
次
の
通
り
。

 

-
 
施
設
（
例
：

IN
H

E
R

E
N

T
）
の
改
善
が
必
要
。

 

-
 
高
等
教
育
総
局
や
研
究
技
術
省
の
競
争
的
研
究
資
金
は
非
常
に
競
争
率
が
高
い
。

IT
S
と
共
同
申
請
す
れ
ば

確
保
は
不
可
能
で
は
な
い
。
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産
業
界
は
共
同
研
究
に
参
加
す

る
意
思
が
あ
る
か
？

 

産
業
界
の
関
係
者
か
ら
は
、
共
同
研
究
に
対
し
て
様
々
な
意
見
が
出
さ
れ
た
。
以
下
に
、
代
表
的
な
意
見
を
示
す
。

 

【
共
同
研
究
の
困
難
】

 

-
 
業
務
自
体
が
忙
し
く
、
共
同
研
究
な
ど
に
従
業
員
を
送
る
こ
と
は
難
し
い
。

 

-
 
日
系
企
業
の
海
外
支
部
に
は
「
研
究
開
発
部
門
」
は
設
置
さ
れ
て
い
な
い
（
本
部
が
担
当
し
て
い
る
）
た
め
、

研
究
開
発
に
は
な
か
な
か
取
り
組
め
な
い
。

 

【
IT

S
へ
の
期
待
】

 

-
 
具
体
的
な
シ
ス
テ
ム
開
発
は
業
者
で
も
可
能
だ
が
、
第
三
者
の
立
場
で
、
そ
の
シ
ス
テ
ム
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る

機
能
（
法
規
制
、
機
能
・
技
術
な
ど
に
関
し
て
）
は
大
学
機
関
に
担
っ
て
ほ
し
い
。
シ
ス
テ
ム
開
発
業
者
の

提
示
す
る
価
格
が
妥
当
か
ど
う
か
も
検
証
で
き
る
。

 

-
 
日
本
人
の
研
究
者
か
ら
み
れ
ば
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
大
学
の
研
究
施
設
は
、
研
究
活
動
の
た
め
の
条
件
が
整

っ
て
い
な
い
と
み
ら
れ
て
い
る
が
、「
荒
い
」
デ
ー
タ
で
も
使
い
よ
う
は
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。
ま

た
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
研
究
者
は
研
究
能
力
は
高
く
な
い
か
も
し
れ
な
い
が
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
現
状
に
適

し
た
知
識
を
豊
富
に
持
っ
て
お
り
、
そ
う
し
た
人
材
を
活
か
し
た
研
究
開
発
も
考
え
ら
れ
な
い
か
と
感
じ
て

い
る
。

 

-
 

D
C

S
の

P
la

nt
 S

im
ul

at
or
開
発
を
期
待
す
る
。

Y
ok

og
aw

a
に
は
開
発
の
時
間
が
な
い
の
で
、

IT
S
に
期
待
し

た
い
。
情
報
工
学
科
や
電
気
工
学
科
は
も
ち
ろ
ん
、
化
学
工
学
科
（

C
he

m
ic

al
 E

ng
in

ee
ri

ng
）
や
物
理
工
学

科
（

P
hy

si
cs

 E
ng

in
ee

ri
ng
）
な
ど
も
協
同
で
開
発
し
て
も
ら
い
た
い
。

 

-
 

E
PI
地
域
に
（

D
C

S
の
た
め
の
）
研
修
セ
ン
タ
ー
が
な
い
の
で
、

IT
S
に
研
修
を
担
当
し
て
ほ
し
い
。

 

-
 
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
シ
ス
テ
ム
や

IC
T
に
関
す
る
「
シ
ン
ク
タ
ン
ク
」
に
な
っ
て
ほ
し
い
。

 

日
本
の
大
学
は
共
同
研
究
へ
の

支
援
を
継
続
す
る
意
思
が
あ
る

か
？

 

日
本
人
専
門
家
の
見
解
は
次
の
通
り
で
あ
っ
た
。

 

-
 
基
本
的
に
は
共
同
研
究
の
資
金
獲
得
が
で
き
れ
ば
継
続
可
能
で
あ
る
が
、
個
別
の
研
究
室
の
事
情
に
大
き
く

依
存
す
る
。

 

-
 
共
同
研
究
で
の
つ
な
が
り
を
踏
ま
え
た
形
で
複
数
の
教
員
が
日
本
の
大
学
院
博
士
課
程
に
在
籍
し
て
お
り
、

博
士
号
取
得
後
も
研
究
室
相
互
の
連
携
は
期
待
で
き
る
。

 

-
 
し
か
し
、
具
体
的
に
渡
航
等
を
伴
う
共
同
研
究
の
実
施
に
は
、
日
イ
双
方
の
研
究
者
が
研
究
資
金
を
確
保
す

る
こ
と
が
必
須
で
あ
り
、
そ
れ
ら
が
競
争
的
資
金
で
あ
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
日
イ
双
方
の
研
究
者
に
と
っ

て
十
分
に
大
き
な
成
果
が
上
が
る
こ
と
が
前
提
と
な
ろ
う
。

 

日
本
に
限
ら
ず
、
世
界
の
大
学
と

の
共
同
研
究
に
か
か
る

M
O

U
を

締
結
す
る
計
画
は
あ
る
か
？

 

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
に
基
づ
き
、

IT
S
と
熊
本
大
学
工
学
部
の
学
術
交
流
協
定
が
、
大
学
間
協
定

に
昇
格
し
た
。
ま
た
、
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
も
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
大
学
（

C
ha

rl
s 

D
ar

w
in
大
学
、

F
li

nd
er

s
大
学
な

ど
）
や
オ
ラ
ン
ダ
の
大
学
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
の
大
学
（

E
in

no
ve

m
工
科
大
学
工
学
部
）
な
ど
と
覚
書
を
結
ん
で
い

る
。
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IT
S
は
研
究
室
中
心
教
育
を
継
続

で
き
る
か
？

 

現
在
、
研
究
室
中
心
教
育
導
入
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を

IT
S
全
学
的
に
導
入
す
る
計
画
を
立
て
て
お
り
、
継
続
の
意
思

は
み
ら
れ
た
。

 

た
だ
し
、
学
部
生
を
巻
き
込
む
だ
け
の
施
設
・
設
備
的
余
裕
は
な
い
た
め
、
現
時
点
で
は
修
士
・
博
士
コ
ー
ス
の

み
に
限
定
さ
れ
る
。
他
に
も
、
教
員
間
の
共
通
理
解
の
欠
如
や
、
教
員
の
消
極
的
な
態
度
、
修
士
課
程
の
学
生
の
理

論
的
知
識
不
足
、
教
員
・
学
生
と
も
に
時
間
的
余
裕
が
な
い
と
い
う
課
題
も
意
識
さ
れ
て
い
る
。

 

パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
は
研
究
室
中

心
教
育
を
継
続
で
き
る
か
？

 

十
分
な
施
設
・
設
備
が
な
い
貧
し
い
条
件
、
教
員
数
の
不
足
、
教
員
や
学
生
に
と
っ
て
の
時
間
の
浪
費
（
財
政
的

見
返
り
の
な
さ
）
と
い
っ
た
困
難
は
感
じ
な
が
ら
も
、
研
究
室
中
心
教
育
の
継
続
に
対
す
る
前
向
き
な
意
思
や
態
度

は
有
し
て
い
た
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
も
研

究
室
中
心
教
育
が
継
続

で
き
る
か
？

 

国
民
教
育
省
は
、
今
後
も
研
究
室

中
心
教
育
の
推
進
の
継
続
を
重

要
だ
と
考
え
て
い
る
か
？

 

国
民
教
育
省
か
ら
は
、
次
の
よ
う
な
発
言
が
あ
っ
た
。

 

-
 
大
学
教
育
の
向
上
の
た
め
に
研
究
室
中
心
教
育
を
継
続
す
る
こ
と
は
必
要
で
あ
る
。

 

国
民
教
育
省
は
予
算
（
国
内
留

学
、
研
究
予
算
等
）
を
確
保
で
き

る
の
か
？

 

国
民
教
育
省
の
関
係
者
の
中
に
は
、
次
の
よ
う
な
意
見
が
あ
っ
た
。

 

-
 
国
民
教
育
省
は
、
毎
年
大
学
教
員
向
け
の
研
究
費
を
提
供
し
、

IC
T
分
野
に
お
け
る
高
等
人
材
育
成
や
研
究
開

発
の
た
め
の
予
算
確
保
も
可
能
で
あ
る
。

 

-
 
大
学
や
大
学
教
員
の
質
の
向
上
に
と
っ
て
有
意
義
で
あ
る
限
り
、
研
究
活
動
に
対
す
る
支
援
継
続
を
努
力
す
る

だ
ろ
う
。

 

IC
T
分
野
に
お
け
る
高

等
人
材
育
成
と
研
究
開

発
に
対
す
る
、
継
続
的
な

政
府
予
算
の
確
保
は
可

能
か
？
（
誰
が
確
保
す
る

の
か
？
誰
が
確
保
で
き

る
の
か
？
）

 

研
究
技
術
省
は
研
究
予
算
を
確

保
で
き
る
の
か
？

 

研
究
技
術
省
は
、
研
究
開
発
に
対
す
る
財
政
的
支
援
と
し
て
、「

C
om

pe
ti

ti
ve

 R
es

ea
rc

h」
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
語
の
名

称
は

P
ro

gr
am

 I
ns

en
ti

f）
と
「

R
U

S
N

A
S
」
と
い
う
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
て
い
る
。

 

「
C

om
pe

ti
ti

ve
 R

es
ea

rc
h」
と
は
申
請
ベ
ー
ス
の
研
究
資
金
で
、
予
算
は
今
年

13
00
億
ル
ピ
ア
（
昨
年
比

50
％
増
、

来
年
は

20
00
億
ル
ピ
ア
以
上
の
予
定
と
急
増
中
）
確
保
し
、
１
件
当
た
り

50
00
万
ル
ピ
ア
の
研
究
資
金
を
提
供
す

る
（
約

26
00
件
分
の
予
算
）
。

 

「
R

U
S

N
A

S
 (

N
at

io
na

l S
tr

at
eg

ic
 P

ri
or

it
y 

R
es

ea
rc

h)
」
と
は
、
国
家
開
発
に
と
っ
て
重
要
な

6
つ
の
重
点
分
野
（
食

料
と
農
業
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
交
通
、
防
衛
、
情
報
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
技
術
（

IC
T
）
、
健
康
や
製
薬
）
に
関
す
る

奨
励
研
究
（

in
ce

nt
iv

e 
re

se
ar

ch
）
で
あ
る
。
予
算
は

20
億
ル
ピ
ア
確
保
し
、
国
家
研
究
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
設
置
し

て
、
国
と
し
て
優
先
順
位
の
高
い
研
究
活
動
を
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
形
式
で
組
織
す
る

P
ro

gr
am

 I
ns

en
ti

f
と
異
な
り
、

N
at

io
na

l R
es

ea
rc

h 
C

ou
nd

il
が
テ
ー
マ
及
び
研
究
主
体
を
指
定
。
ま
た
、
奨
励
研
究
を
組
織
す
る
際
、
幅
広
く
参
加

大
学
を
巻
き
込
む
こ
と
を
心
掛
け
て
い
る
。
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IT
S
や
他
大
学
は
予
算
を
確
保
で

き
る
の
か
？
（
独
立
行
政
法
人
化

の
流
れ
）

 

IT
S
や
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
で
は
、
こ
れ
ま
で
に
も
予
算
確
保
の
た
め
に
、
国
民
教
育
省
な
ど
が
提
供
す
る
様
々
な
ス

キ
ー
ム
を
利
用
し
て
き
た
が
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
経
験
、
特
に
研
究
活
動
に
関
す
る
競
争
的
資
金
に
申
請
す
る
た

め
の
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
作
成
な
ど
の
経
験
が
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
採
用
を
促
す
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

 

ま
た
、
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
か
ら
は
、
地
域
社
会
の
貢
献
に
期
待
す
る
声
も
あ
っ
た
。
（
「
社
会
が

IC
T
を
重
要
と
感

じ
る
な
ら
、
社
会
が
確
保
す
る
で
あ
ろ
う
」
）

 

産
業
界
は
ど
の
よ
う
な
人
材
を

期
待
す
る
の
か
？

 

IT
S
を
は
じ
め
と
し
た
工

学
系
高
等
教
育
機
関
は
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
、
産
業

界
の
高
等
人
材
需
要
に

こ
た
え
る
こ
と
が
で
き

る
の
か
？

 

産
業
界
が
期
待
す
る
人
材
を

IT
S

や
パ
ー
ト
ナ
ー
大
学
は
輩
出
す

る
こ
と
が
で
き
る
の
か
？

 

あ
る
企
業
の
代
表
者
は
、
「
現
在
の
従
業
員
構
成
と
し
て
機
械
工
学
の
専
門
家
は
多
い
も
の
の
、

IC
T
分
野
の
人
材

は
不
足
し
て
い
る
現
状
が
あ
り
、

IC
T
関
連
の
機
材
活
用
や
イ
ン
フ
ラ
を
熟
知
し
た
人
材
を

IT
S
に
は
期
待
し
た
い
」

と
述
べ
て
い
た
。

 

他
の
高
等
教
育
案
件
と

の
連
携
は
可
能
か
？

 

 
他
の
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
連
携
は
す
で
に
行
わ
れ
て
い
る
。
研
究
室
中
心
教
育
や
産
学
連
携
の
モ
デ
ル
（
地

域
的
背
景
や
各
大
学
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
に
よ
り
必
ず
し
も
同
じ
モ
デ
ル
と
は
な
ら
な
い
）
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
共
有
・
特

異
的
展
開
な
ど
。

 

産
学
連
携
推
進
を
担
う
研
究
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
サ
ー
ビ
ス
機
関

（
L

em
ba

ga
 

P
en

el
it

ia
n 

da
n 

P
en

ga
bd

ia
n 

ke
pa

da
 M

as
ya

ra
ka

: 
 

L
PP

M
）
の
職
員
の
能
力
強
化
、

組
織
力
強
化
を
今
度
ど
の
よ
う

に
行
う
計
画
か
？

 

日
本
の
大
学
の
産
学
連
携
本
部
が
取
り
入
れ
て
い
る
専
門
職
（
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
と

IT
S
の
研
究
シ
ー
ズ
の
マ
ッ

チ
ン
グ
役
、
双
方
の
事
情
に
通
じ
た
人
材
）
の
導
入
が
望
ま
れ
る
。

 

ま
た
、

L
PP

M
の
機
能
の
向
上
と
教
員
個
人
や
グ
ル
ー
プ
と
し
て
の
研
究
室
の
研
究
業
績
・
知
的
財
産
の
蓄
積
と
が

車
の
両
輪
で
あ
る
こ
と
を
、

L
PP

M
の
職
員
の
み
な
ら
ず
大
学
教
員
が
よ
り
強
く
認
識
す
る
必
要
が
あ
る
。
日
本
の
大

学
に
お
け
る
先
行
事
例
、
特
に
失
敗
の
事
例
を
含
め
情
報
交
換
を
行
う
こ
と
で
、
着
実
な
展
開
が
で
き
る
よ
う
に
支

援
す
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
後
、
産
学

連
携
は
促
進
さ
れ
る
の

か
？

 

産
学
連
携
を
促
進
す
る
法
制

度
・
規
則
は
整
備
さ
れ
て
い
る

か
、
整
備
さ
れ
る
見
込
み
か
？

 

日
系
企
業
が
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
可
能
な
研
究
開
発
に
自
社
投
資
す
る
こ
と
は
あ
り
得
る
が
、
地
元
製
造
業
が
大
学

の
研
究
シ
ー
ズ
を
育
て
（
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）
、
新
製
品
開
発
に
つ
な
げ
る
た
め
に
は
、
大
学
で
の
研
究
開
発
へ

の
公
的
資
金
投
入
が
必
要
で
あ
る
。
企
業
と
の
共
同
研
究
合
意
書
が
合
法
的
に
可
能
で
あ
れ
ば
（
必
ず
し
も
教
員
が

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
活
動
す
る
必
要
は
な
い
）
、
大
学
の
産
業
貢
献
も
可
能
に
思
わ
れ
る
。
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13

自
立
発
展
性
を
阻
害
す

る
そ
の
他
の
要
因
は
あ

る
か
？

 

 
国
内
学
会
が
少
な
く
、
国
内
学
術
雑
誌
が
あ
ま
り
な
い
た
め
、
手
ご
ろ
な
論
文
投
稿
先
が
少
な
い
（
米
国
）
電
気

電
子
学
会
（

IE
E

E
）
の
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
支
部
は
あ
る
が
、
セ
ミ
ナ
ー
を
見
学
し
た
限
り
で
は
、
十
分
な
レ
ベ
ル
に
達

し
て
い
な
い
）
。
夥
し
い
数
の
セ
ミ
ナ
ー
（
出
席
が
ポ
イ
ン
ト
に
な
る
）
も
、
現
状
で
は
学
術
議
論
の
場
と
し
て
十
分

で
な
い
と
思
わ
れ
る
。
こ
う
し
た
学
術
諸
活
動
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
と
る
に
も
、
現
状
の
教
員
給
与
か
ら
す
る
と
、

国
民
教
育
省
の
資
金
的
支
援
が
必
要
で
は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る
。

 

国
内
学
会
設
立
に
関
す
る
動
き
は
い
く
つ
か
の
分
野
で
あ
る
よ
う
で
あ
る
が
、
ま
だ
組
織
化
さ
れ
て
お
ら
ず
、
国

際
学
会
の
誘
致
に
つ
い
て
も
学
会
と
し
て
の
対
応
で
は
な
く
、
研
究
者
の
グ
ル
ー
プ
で
の
対
応
が
主
で
あ
る
と
理
解

さ
れ
る
。
今
後
、
東
南
ア
ジ
ア
地
区
で
学
会
が
設
立
さ
れ
る
方
向
で
議
論
が
進
展
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
が
、
学

会
誌
の
出
版
等
を
考
え
る
と
欧
州
の
よ
う
に
複
数
の
国
の
学
会
が
連
携
す
る
こ
と
も
検
討
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。
た
だ
し
、
現
状
で
は
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
の
み
な
ら
ず
周
辺
各
国
に
お
い
て
も
十
分
な
組
織
は
行
わ
れ
て
い
な
い

分
野
が
多
い
。

 

育
成
さ
れ
た

IC
T
分
野

の
人
材
が
活
躍
で
き
る

仕
事
が
東
部
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
地
域
に
存
在
す
る

か
？

 

 
IC

T
技
術
は
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
の
活
躍
が
可
能
で
あ
る
。
製
造
業
へ
の
貢
献
を
期
待
す
る
点
か
ら
は
、

IC
T
分
野

の
学
位
保
有
者
は
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
よ
り
は
製
品
開
発
分
野
で
活
躍
で
き
る
こ
と
が
望
ま
し
い
が
、
そ
う
し
た
企
業
活

動
を
支
援
す
る
政
府
の
姿
勢
も
必
要
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
支
援
し
て
い
る

E
PI
の
大
学
が
設
置
さ
れ
て
い
る
各
都
市
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
に
地
域
に
根

ざ
し
た
課
題
を
抱
え
て
い
る
が
、
そ
の
解
決
の
た
め
の
直
接
的
な
学
問
分
野
と
し
て
の

IC
T
の
み
な
ら
ず
、
た
と
え

ば
観
光
分
野
や
農
業
分
野
、
公
衆
衛
生
分
野
や
災
害
対
策
分
野
な
ど
、
い
ず
れ
も

IC
T
分
野
の
人
材
を
必
要
と
し
て

い
る
。
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